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１．平成１９年３月期の連結業績（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

（１）連結経営成績 （％表示は対前年増減率）

百万円 百万円 百万円

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

４８ ００ 　－ 　－

４３ ８３ ４３ ８１

（参考）持分法投資損益　　　平成１９年３月期   － 百万円       平成１８年３月期   － 百万円       

（２）連結財政状態

総資産

％ 円 銭 ％

６１

６４

（参考）自己資本　　　平成１９年３月期   １６７,９７１ 百万円       平成１８年３月期   １５１,５３１ 百万円       
（注１）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しております。
（注２）「連結自己資本比率（国内基準）」は、平成19年３月期より「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する
　　　　資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に
　　　　基づき算出しております。
　　　　なお、平成18年３月期は旧基準により算出しております。

（３）連結キャッシュ･フローの状況

２．配当の状況

円 円 円

３．平成２０年３月期の連結業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

８．６

(１０.１)

(　９.０)(　２.４)

(　２.８)

(　７.６)

(　７.６)

経常収益
経常利益率

３３．８

３２．１

平成１９年３月期

％
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上 場 会 社 名
コ ー ド 番 号
代 表 者

問合せ先責任者

平成１８年３月期

通 期

平成１９年３月期

平成１８年３月期

平成１９年３月期

（基準日）

営業活動による
キャッシュ・フロー

平成１９年３月期

中 間 期

平成２０年３月期
（ 予 想 ）

平成１８年３月期

平成１８年３月期

３７,０００

２,９２４,９６０

４

３

純資産

平成１９年３月期

平成１８年３月期

百万円

０．８

０．８

７３，６０４

　１．２７

純資産配当率
（連結）

％

１株当たり純資産

％

１，８８４ １４．８３

１５．６３

当期純利益 １株当たり当期純利益

１５

５７９

５２２

　１．３６

円 銭

百万円

％

１６．５６

８．７

百万円

５ ０

５ ０

百万円

　１，８２９

４３，６４０

２,９７６,５０８ １６８,７０７

０ ０

１２,０００

１４,０００ (０.６)７４,０００ (４.４) ２４,０００

(３.４)

(０.３)

　７,０００ (３.１)

３１４８

経常収益

％百万円 百万円

経常利益

％

２４(３.４)

８ ０ ０

７ ２，１７４

４ ０ ０

３

４

５ ０

０ ０

一株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

平成１９年５月１日

経常収益 経常利益 当期純利益

Ｕ Ｒ Ｌ

７０,８７７

６９,２１５ ２２,２４２

１３,９１３

％ ％

２３,９３１

１２,７６１

１株当たり配当金

０ ０

銭 銭 銭

３ ５ ０ ６

中間期末 期　　末 年　　間

自己資本比率(注1)

投資活動による
キャッシュ･フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

１５１,５３１

百万円

連結自己資本比率
（国内基準）(注2)

５．６

５．２ １１．１７

１１．０５

１４，２０６

現金及び現金同等物
期　 末 　残　 高

百万円

８７，６５２

△６２，１９６

百万円

△１，９８８

△１，６１９

百万円
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４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 無

（２）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の

      変更に記載されるもの）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 平成１９年３月期 ２９０,８５５,７１６ 株

平成１８年３月期 ２９０,８５５,７１６ 株

② 期末自己株式数 平成１９年３月期 　　１,０５１,５１４ 株

平成１８年３月期 　　１,０５５,２８５ 株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、23ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成１９年３月期の個別業績（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

（１）個別経営成績 （％表示は対前年増減率）

百万円 百万円 百万円

円 銭 円 銭

４７ ８７ 　－ 　－

４３ ５６ ４３ ５５

（２）個別財政状態

総資産

％ 円 銭 ％

４６

６６

（参考）自己資本　　　平成１９年３月期   １６６,８２１ 百万円       平成１８年３月期   １５０,４３６ 百万円       
（注１）「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。
（注２）「単体自己資本比率（国内基準）」は、平成19年３月期より「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する
　　　　資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に
　　　　基づき算出しております。
　　　　なお、平成18年３月期は旧基準により算出しております。

２．平成２０年３月期の個別業績予想（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する

一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

１４,０００ (０.９) ４８ ２９

銭

　７,０００ (３.４) ２４ １５

経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円

５７５ １０．９４

５．１ ５１８ １１．０６

１株当たり純資産
単体自己資本比率
（国内基準）(注2)

(　６.８) １２,６９１ (１０.７)

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

％ ％ ％

６９,６９３ (　２.４) ２３,６３１ (　７.４) １３,８８０ (　９.４)

経常収益 経常利益 当期純利益

３７,０００

７４,０００

中 間 期

経常収益

平成１８年３月期

平成１９年３月期

百万円

百万円

２,９７３,５４９

１５０,４３６

６８,０６０ (　３.０)

一株当たり
当期純利益

２１,９９９

純資産 自己資本比率(注1)

百万円

１６６,８２１ ５．６

平成１９年３月期

平成１８年３月期

(４.４)

(１.６)通 期

平成１９年３月期

(５.０) １２,０００

(６.２) ２４,０００

平成１８年３月期 ２,９２３,４２２
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1. 経営成績 

（1）経営成績に関する分析 
当期の連結経営成績につきましては、以下の通りとなりました。 
資金利益につきましては、貸出金利回りが上昇に転じたことや、保有する債券の入れ替えを積極的に進め

たことで有価証券利回りが大幅に上昇したことにより、前期比 6億 35百万円増加し 532億 54百万円とな
りました。また、役務取引等利益につきましては、好調な金融商品販売により、前期比 6億 57百万円増加
し 73億 41百万円となりました。また、経常利益は前期比 16億 88百万円増加し 239億 31百万円、当期
純利益は前期比 11億 52百万円増加し 139億 13百万円となり、いずれも過去最高益となりました。 

（2）財政状態に関する分析 
① 預金 

預金残高は順調に推移しており、前期比 634億円増加し 2兆 7,296億円となりました。このうち、個
人預金は 659億円増加し 2兆 2,839億円となり、総預金に占める個人預金の割合も、83.6％と高水準を
維持しております。また、個人向け国債や投資信託、個人年金保険等の金融商品販売も好調であり、個

人預かり資産残高は前期比 931億円増加し、3,848億円となりました。 
② 貸出金 

貸出金については、住宅ローンを始めとする個人ローンを積極的に推進し、また新規法人開拓推進に

よる事業性貸出の増強、中小企業向け無担保ローンの積極的な推進に取り組んだ結果、貸出金残高は前

期比 389億円増加し 1兆 9,941億円となりました。 
③ 有価証券 

有価証券については、有価証券利回りの改善と金利リスク軽減のため保有する債券の入れ替えを実施

したことから、前期比 4億円減少し 8,021億円となりました。 
 ④ キャッシュ・フロー関連指標の推移 

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に借用金の減少、預金・譲渡性預金の増加等により、前期

比 418億円減少し 18億円となりました。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有価証券の取得による支出の減少等により、前期比 764
億円増加し 142億円となりました。 
財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金支払額の増加等により、前期比 3 億円減少し△19
億円となりました。 
以上により、現金及び現金同等物の期末残高は、前期比 140億円増加し 876億円となりました。    

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
当行は、銀行業としての公共性に鑑み、お客様や地域社会への信頼にお応えするために、健全経営と内部

留保の充実に努めますとともに、ステークホルダーへの適切な配分を行うことを基本方針としております。 
当期につきましては、過去最高の当期純利益を計上することができましたので、株主の皆さまからの日頃

のご支援にお応えするため、前期末は 3円 50銭でありました 1株当たりの配当金を 4円とさせていただく
予定であります。これにより平成 18年度の配当金は中間配当金の 3円 50銭と合わせて年間 7円 50銭とな
り、平成 17年度の配当金 6円 50銭から 1円の増配となります。 
内部留保資金につきましては、積極的な店舗投資や IT投資を継続して行い、お客様へのサービス向上を

図るとともに、経営基盤の拡充や経営体質の強化のため有効に活用してまいりたいと考えております。 
なお、次期以降につきましても、上記の基本方針に則り適切な利益配分を行ってまいります。 
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（4）事業等のリスク 
当行及び当行グループ（以下、本項目においては「当行」という）の事業等のリスクに関して、投資家の

判断に重要な影響を及ぼす可能性がある主な事項は、以下の通りです。 
当行は、これらのリスクの発生可能性を認識したうえで、リスクの抑制を図るとともに、万が一リスクが

顕在化した場合は迅速かつ適切な対応に努めてまいります。 
なお、本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当期末現在において判断し

たものであります。 
① 信用リスク 

当行の不良債権及び与信関係費用は、景気の動向、不動産価格や株価等の変動、当行の融資先の経営状況

等によって増加するおそれがあり、業績や財務内容に悪影響を与える可能性があります。 
当行は、貸出先の状況、差し入れられた担保の価値及び経済情勢等を踏まえて、貸倒引当金を計上してお

ります。実際の貸倒額が引当金計上時点の前提や見積りと乖離して貸倒引当金を超えるおそれがあります。 
また、担保価値の下落その他の予期せぬ事情により、当行は貸倒引当金の積み増しをせざるを得なくなる

おそれがあります。ただし、これまでの実績を見る限り自己査定を厳格に行っており、債務者区分のランク

ダウンによる引き当ては想定の範囲内に収まっております。 
② 保有株式の価格変動に係るリスク 

当行が保有している市場性のある株式について、株式市場の動向によっては減損または評価損が発生し、

当行の業績に悪影響を与えるとともに自己資本比率の低下を招く可能性があります。ただし、株式の保有は

自己資本額の 30%程度に抑制しており、全体に与える影響は軽微となるよう管理しております。 
③ 保有債券等の価格変動に係るリスク 

当行は国債を中心とした各種の債券の保有や売買を行っております。これらは、金利、発行体の信用、債

券の需給環境等が変動するリスクに晒されており、予期せぬ市場変動により業績や財務内容に悪影響を与え

る可能性があります。ただし、期間別の保有残高を均等になるよう努めており、ローリング効果が効くよう

心がけております。 
④ 自己資本に係るリスク 

当行が法令で求められている自己資本比率の水準を維持できない場合、金融庁から業務の全部または一部

の停止等の命令を受けることになります。自己資本に影響を与える主な要因は以下のとおりです。ただし、

当行は公的資金及び劣後性資金の取り入れは一切なく、資本の質は極めて高いため、影響度は少ないものと

認識しております。 
・不良債権処理額の増加に伴う与信関係費用の増加 
・債務者の信用力の低下によって生じる与信関係費用の増加 
・保有する有価証券の価値の低下 
・自己資本比率の基準及び算定方法の変更 

なお、当期末より新しい自己資本比率規制が実施されておりますが、影響は軽微であります。 
⑤ 事務リスク 

役職員等が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより損失を被る可能性があり、この

場合、当行の業績や財務内容に悪影響を及ぼす可能性があります。ただし、当行は事務手続を明確に定めた

事務取扱規定を制定し正確な事務処理を徹底するとともに、事務の多様化や取引量の増加に対しては事務処

理の集中化やシステム化による効率化を図り事務処理体制の整備・強化に努めております。 
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⑥ システムリスク 
コンピュータシステムの停止や誤作動または不正使用等により、コンピュータシステム等に障害が発生す

る可能性があり、障害の規模によっては当行の業務運営や業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。当行はこれらに対応するため、基幹システムについてはコンピュータ・回線・電気設備等の二重化の実

施、コンピュータセンターの被災に備えたバックアップセンターの整備、重要情報の分散保管を実施するな

どの対策を講じております。 
⑦ 情報漏洩のリスク 

当行は多くの個人・法人のお客様の個人情報や内部情報を保有しておりますが、役職員または業務委託先

の不正行為や人為的なミス及び事故等により、お客様の情報が漏洩した場合には、当行の業務運営や業績等

に悪影響を及ぼす可能性があります。 
当行はこれらに対応するため、情報管理に関する規定を定め、役職員に対する教育・研修の徹底や業務委

託先に対する監督等の厳格な情報管理態勢を構築しているほか、高速通信網の整備による情報の一元管理や

セキュリティ対策等のシステム上の対策を実施しております。 
⑧ コンプライアンスリスク 

当行役職員の法令等違反行為による多大な損失の発生や、訴訟事件の発生により、業績等に悪影響を及ぼ

す可能性がありますが、当行はこれらに対応するためコンプライアンスを経営の最重要課題と位置づけ、コ

ンプライアンス態勢の充実と強化に取り組んでおります。 
⑨ 風評リスク 

当行に対する否定的な報道や悪質な風説・風評の流布等により、その内容の正確性に関らず、当行の評判

が悪化し、当行の株価や業績等に悪影響を及ぼす可能性があります。 
⑩ 金融業界の諸環境変化に係るリスク 

当行は各種の規制に従って業務を行っておりますが、将来においてはこれらの規制、具体的には、法律、

規則、実務慣行等の変更によって業務遂行や業績等に悪影響を及ぼす可能性があります。 
⑪ 地域経済の動向に影響を受けるリスク 

地域金融機関である当行は千葉県を営業基盤としていることから、千葉県の経済情勢が悪化した場合、業

容の拡大が図れないほか信用リスクが増加するなど業績に悪影響を受ける可能性があります。また、千葉県

を中心に地震や台風などの自然災害等が発生した場合、その影響により当行の資産が毀損、また貸出先の業

績が悪化するなどの事態が発生し、当行の業務遂行や業績に悪影響が及ぶおそれがあります。 
 

2. 企業集団の状況 

最近の有価証券報告書（平成 18年 6月 29日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会
社の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 



㈱京葉銀行（8544）平成19年3月期決算短信 

 6 

3. 経営方針 

（1）経営の基本方針 
当行は、平成 19年 4月よりスタートした第 13次中期経営計画「α ACTION PLAN 2009」において、「お
客様、株主からの厚い信頼の獲得、地域社会への貢献と従業員満足度の向上」「地域の活性化に向けた取組み」

「経営管理体制の強化」「収益力の強化」を経営課題として掲げ、『お客様に信頼と利便性、高い満足度を提供

する魅力ある、活力あふれる銀行』を目指しております。 
未来に向けて地域とともに発展していくため、経営環境の変化に即応し、次の目標を目指して挑戦し続け、

地域における存在感を高めてまいります。 

（2）目標とする経営指標 
平成 17年度及び 18年度の 2年間を期間とする第 12次中期経営計画「α New STAGE 2007」においては、

以下の通りすべての項目で目標を達成することができました。 

項目 目標 19年 3月期実績 

コア業務純益 270億円 274億円 
当期純利益 130億円 138億円 
自己資本 TierⅠ比率（旧基準） 10.5％程度 10.66％ 
ROE（当期純利益ベース） 8.5％以上 9.30％ 
ROA（当期純利益ベース） 0.50％程度 0.47％ 
不良債権比率（金融再生法） 3％台 3.33％ 
OHR（経費÷業務粗利益） 55％程度 54.74％ 
業務粗利益に占める役務収支比率 10％程度 11.99％ 

（3）中長期的な経営戦略 
当行では、平成 19年度及び 20年度の 2年間を期間とする第 13次中期経営計画「α ACTION PLAN 2009」

をスタートいたしました。計数計画は以下の通りとなっております。 

項目 21年 3月期目標 

コア業務純益 290億円 
当期純利益 150億円 
ROE（当期純利益ベース） 9％程度 
自己資本 TierⅠ比率 11％程度 
不良債権比率（金融再生法） 2％台 

（4）対処すべき課題 
高齢化社会の進展や、テクノロジーの急速な進歩、銀行が扱う取扱業務の大幅な拡大など、経営環境の変化

に対応し強固な経営基盤を確立するため、当行は 4 年間で 2 つの中期経営計画を推進してまいりました。業
務の IT化を図るため、平成 16年 11月に基本インフラとして「光ファイバー」網を配備し、総合融資支援シ
ステムや住宅ローン支援システム「住－Navi」、投資信託販売支援システム「BESTWAY」など、8 つのシス
テムを導入し、業務全般において革新を図ったことで、着実に実績に結びついてきております。 
こうした中、当行では第 13次中期経営計画「α ACTION PLAN 2009」を策定し、４つの経営課題を掲げ

ました。 
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① お客様、株主からの厚い信頼の獲得、地域社会への貢献と従業員満足度の向上 
② 地域の活性化に向けた取組み 
③ 経営管理体制の強化 
④ 収益力の強化 

第 13次中期経営計画では、次なるテクノロジーの進歩に合わせて大胆に改革を推し進め、お客様の利便性
と安全性の更なる向上を図ってゆくとともに、働きがいのある、活力あふれる銀行づくりを目指してまいりま

す。 
個人のお客様のライフ・サポートにつきましては、資産運用や住宅ローンをはじめ、年金や税務、相続に関

する相談など、お客様のライフステージに応じたオーダーメイド型のきめ細かい金融サービスの提供に努めて

おります。個人の保有する金融資産が 1,500兆円を超え、資産運用ニーズが「貯蓄から投資」へと変化する中、
お客様に安全性と利便性をお届けするため、投資信託販売支援システム「BESTWAY」を導入し、これまで以
上に詳細な情報を提供するとともに、商品説明が不十分とならないようシステム面よりガードをかけました。

また、偽造キャッシュカード犯罪や暗証番号の漏洩等が発生しないよう、ATM機能を強化するとともに、指
静脈認証システムを活用した貸金庫を導入し相続発生時のなりすましを防ぐなど、安全性の強化に努めており

ます。 
中小企業を中心とした法人のお客様への金融サービスにつきましては、担保・保証人に過度に依存しないス

コアリングを活用した融資商品の提供、私募債の引受けなどにより、県内で集めた資金を県内で運用する流れ

を強めるとともに、外部機関との連携により地域経済の活性化を図ってまいります。 
店舗につきましては、高齢者や社会的弱者の方々にも安全に安心してお取引いただけるよう、①「ひろびろ、

ゆったり、安心」な店舗前面の駐車場、②「先進技術で、大きな安心」を提供する「指静脈認証システム」を

利用した全自動貸金庫、③「気軽に、ゆっくり、ご相談」いただける、個別ブースの相談コーナー、④「どな

たでも、どこでも、むりなく」ご来店いただける、通路・トイレのバリアフリー対応、⑤「より気持ちよく、

より安心して」ご利用いただける ATMコーナー、これら 5つのコンセプトに基づいて店舗の新設とリニュー
アルを進め、引き続き地域のお客様の利便性と安全性の向上に取り組んでまいります。 
これからも皆様からの厚い信頼を未来へと繋げていくために、地域社会にお役に立てる銀行として、役職員

一同、より一層の努力を重ねてまいりますので、今後ともどうぞよろしくお願い致します。 
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

 77,470  91,672  14,202
 4,435  5,700  1,265
 1,633  1,477 △ 155
 802,558  802,138 △ 420
 1,955,199  1,994,198  38,998
 691  1,430  739
 11,273  14,658  3,384
 45,095  -  -
 -  44,591  -

建 物  -  10,265  -
土 地  -  27,880  -
建 設 仮 勘 定  -  563  -
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  -  5,882  -

 -  454  -
ソ フ ト ウ ェ ア  -  253  -
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  -  200  -

 25,675  14,194 △ 11,481
 27,799  24,255 △ 3,543

△ 26,873 △ 18,264  8,608
資 産 の 部 合 計  2,924,960  2,976,508  51,548

 
 2,666,211  2,729,692  63,481
 18,619  22,950  4,330
 30,007  7 △ 30,000
 51  91  39
 8,073  9,037  963
 1,203  1,227  23
 -  80  -
 14,388  13,918 △ 470
 -  29  -
 6,525  6,511 △ 13
 27,799  24,255 △ 3,543

負 債 の 部 合 計  2,772,880  2,807,801  34,921
 547  -  -

 49,759  -  -
 39,711  -  -
 48,258  -  -
 5,373  -  -
 8,859  -  -

△ 431  -  -
資 本 の 部 合 計  151,531  -  -
負 債 ､ 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 の 部 合 計

 2,924,960  -  -

 
 -  49,759  -
 -  39,718  -
 -  60,081  -
 - △ 485  -

株 主 資 本 合 計  -  149,074  -
 -  13,523  -
 -  5,374  -

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  -  18,897  -
 -  735  -

純 資 産 の 部 合 計  -  168,707  -
負債及び純資産の部合計  -  2,976,508  -

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

土 地 再 評 価 差 額 金
その他有価証券評価差額金
自 己 株 式

動 産 不 動 産

少 数 株 主 持 分
（資本の部）

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

支 払 承 諾 見 返

平成17年度末
（Ａ）

平成18年度末
（Ｂ）

（単位：百万円）
比　較

（Ｂ）－（Ａ）
（資産の部）

（負債の部）

（純資産の部）

科　　目

現 金 預 け 金
コールローン及び買入手形
商 品 有 価 証 券
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

預 金
譲 渡 性 預 金
借 用 金
外 国 為 替
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金

少 数 株 主 持 分

その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

利 息 返 還 損 失 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾

8
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（２）連結損益計算書

 69,215  70,877  1,661

 53,401  56,081  2,679

 42,953  44,376  1,422

 10,245  11,287  1,041

 170  411  241

 0  0  0

 32  5 △ 26

 10,079  10,613  534

 1,038  1,180  141

 4,695  3,001 △ 1,693

 46,972  46,946 △ 26

 782  2,827  2,044

 748  2,802  2,053

 3  15  11

 0  0  0

 0  5  5

 1  1  0

 28  1 △ 26

 3,395  3,272 △ 122

 1,008  3,201  2,193

 32,536  32,915  379

 9,250  4,729 △ 4,520

 7,581  421 △ 7,159

 1,668  4,307  2,638

 22,242  23,931  1,688

 21  22  0

 -  0  -

 21  21  0

 373  504  131

 178  -  -

 -  429  -

 194  75 △ 119

 21,890  23,449  1,558

 976  1,126  149

 8,069  8,300  231

 82  108  25

 12,761  13,913  1,152

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

（Ｂ）－（Ａ）

比　　較

（Ａ） （Ｂ）

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

科　　　目

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

平成17年度 平成18年度

ｺｰﾙﾛｰﾝ利息及び買入手形利息

預 け 金 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

譲 渡 性 預 金 利 息

ｺｰﾙﾏﾈｰ利息及び売渡手形利息

借 用 金 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

減 損 損 失

少 数 株 主 利 益

動 産 不 動 産 処 分 損

当 期 純 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

9
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（３）連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（連結株主資本等変動計算書）

 平成18年3月31日残高  49,759  39,711  48,258 △ 431  137,298

 連結会計年度中の変動額

剰余金の配当  -  - △ 2,019  - △ 2,019

役員賞与  -  - △ 70  - △ 70

当期純利益  -  -  13,913  -  13,913

自己株式の取得  -  -  - △ 101 △ 101

自己株式の処分  -  6  -  47  53

土地再評価差額金の取崩  -  - △ 0  - △ 0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

 -  -  -  -  -

 連結会計年度中の変動額合計  -  6  11,823 △ 54  11,775

 平成19年3月31日残高  49,759  39,718  60,081 △ 485  149,074

 平成18年3月31日残高  8,859  5,373  14,232  547  152,079

 連結会計年度中の変動額

剰余金の配当  -  -  -  - △ 2,019

役員賞与  -  -  -  - △ 70

当期純利益  -  -  -  -  13,913

自己株式の取得  -  -  -  - △ 101

自己株式の処分  -  -  -  -  53

土地再評価差額金の取崩  -  -  -  - △ 0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

 4,663  0  4,664  187  4,852

 連結会計年度中の変動額合計  4,663  0  4,664  187  16,627

 平成19年3月31日残高  13,523  5,374  18,897  735  168,707

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（連結剰余金計算書）

（利益剰余金の部）

　利益剰余金期首残高

（資本剰余金の部）

　資本剰余金期首残高

　資本剰余金増加高

　　自己株式処分差益

　　役員賞与

　　土地再評価差額金取崩額

　利益剰余金期末残高

科目

　利益剰余金増加高

　　当期純利益

　利益剰余金減少高

　　配当金

　資本剰余金減少高

　資本剰余金期末残高

平成17年度

39,704         

7              

7              

-

39,711         

37,415         

12,761         

12,761         

1,918          

1,728          

63             

127            

48,258         

当連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

（単位：百万円）

利益剰余金

少数株主持分

株主資本合計

純資産合計

株主資本

評価・換算差額等
土地再評価
差額金

（単位：百万円）

資本金

その他有価証券
評価差額金

資本剰余金

評価・換算
差額金等合計

自己株式

10
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ･フロー
税金等調整前当期純利益  21,890  23,449  1,558

減価償却費  2,389  2,309 △ 80

減損損失  194  75 △ 119

貸倒引当金の増加額 △ 570 △ 8,608 △ 8,038

賞与引当金の増加額  73  23 △ 50

役員賞与引当金の増加額  -  80  - 

退職給付引当金の増加額 △ 492 △ 470  22

利息返還損失引当金の増加額  -  29  - 

資金運用収益 △ 43,156 △ 44,794 △ 1,637

資金調達費用  782  2,821  2,038

有価証券関係損益(△) △ 14,365 △ 10,998  3,367

    動産不動産処分損益(△)  178  -  - 

固定資産処分損益(△)  -  428  - 

貸出金の純増(△)減 △ 35,174 △ 38,998 △ 3,824

預金の純増減(△)  36,759  63,481  26,722

譲渡性預金の純増減(△)  3,837  4,330  492

借用金の純増減(△)  29,999 △ 30,000 △ 60,000

預け金(日銀預け金を除く)純増(△)減  341 △ 154 △ 496

コールローン等の純増(△)減  66 △ 1,265 △ 1,331

外国為替(資産)の純増(△)減  650 △ 739 △ 1,389

外国為替(負債)の純増減(△) △ 18  39  58

資金運用による収入  42,958  44,350  1,391

資金調達による支出 △ 2,209 △ 1,881  328

役員賞与の支払額 △ 63 △ 70 △ 7

その他  113  146  32

小計  44,186  3,584 △ 40,601

法人税等の支払額 △ 545 △ 1,754 △ 1,209

 43,640  1,829 △ 41,811

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ･フロー
有価証券等の取得による支出 △ 241,342 △ 111,570  129,771

有価証券等の売却による収入  155,315  110,253 △ 45,061

有価証券等の償還による収入  17,007  9,276 △ 7,731

投資活動としての資金運用による収入  10,245  11,287  1,041

動産不動産の取得による支出 △ 3,584  -  - 

動産不動産の売却による収入  161  -  - 

有形固定資産の取得による支出  - △ 5,886  - 

有形固定資産の売却による収入  -  758  - 

無形固定資産の取得による支出  - △ 0  - 

その他  -  88  - 

△ 62,196  14,206  76,402

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ･フロー
配当金支払額 △ 1,728 △ 2,019 △ 290

少数株主への配当金支払額 △ 4 △ 4  - 

自己株式取得による支出 △ 169 △ 101  68

自己株式売却による収入  283  137 △ 146

△ 1,619 △ 1,988 △ 368

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額  -  -  - 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額 △ 20,175  14,047  34,222

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高  93,779  73,604 △ 20,175

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高  73,604  87,652  14,047

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

財務活動によるキャッシュ・フロー

平成17年度

（Ａ）

平成18年度

（Ｂ）

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

(単位：百万円)
比　較

（Ｂ）－（Ａ）
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　　　　　　　　　　　　 当連結会計年度

　　　　　　　　　　　  （自　平成18年４月１日

　　　　　　　　　　　    至　平成19年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 （１）連結子会社　６社

　　株式会社京葉銀オフィスサービス　株式会社京葉銀ビジネスサービス、

　　株式会社京葉トランスポート　　　株式会社京葉銀キャリアサービス、

　　株式会社京葉銀カード　　　　　　株式会社京葉銀保証サービス

（２）非連結子会社

　　該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項 　　該当ありません。

３．連結子会社の事業年度等に 　連結子会社の決算日は次のとおりであります。

　　関する事項 　　３月末日　　６社

４．会計処理基準に関する事項 （１）商品有価証券の評価基準及び評価方法

　　商品有価証券の評価は、時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)により行って

　　おります。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法

　　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、

　　その他有価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法

　　(売却原価は主として移動平均法により算定)、時価のないものについては移動平均法によ

　　る原価法又は償却原価法により行っております。

　　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

　　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

（４）減価償却の方法

　　①有形固定資産

　　　当行の有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した

　　　建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐

　　　用年数は次のとおりであります。

　　　建  物　　３年～５０年　　　　　動  産　　３年～２０年

　　　連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法

　　　により償却しております。

　　②無形固定資産

　　　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフト

　　　ウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間(主として５年)に基づい

　　　て償却しております。

（５）貸倒引当金の計上基準

　　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま

　　す。

　　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以下、｢破綻先｣という。)

　　に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者(以下、｢実質破綻先｣という。)に係る債権

　　については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可

　　能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、

　　現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

　　に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込

　　額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上

　　しております。

　　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等

　　に基づき計上しております。

　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該
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㈱京葉銀行（8544） 平成19年3月期決算短信

　　　　　　　　　　　　　　 当連結会計年度

　　　　　　　　　　　  （自　平成18年４月１日

　　　　　　　　　　　    至　平成19年３月31日）

　　部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上

　　記の引当を行っております。

　　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と

　　認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収

　　不能見込額をそれぞれ引き当てております。

　　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保

　　の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額と

　　して債権額から直接減額しており、その金額は29,520百万円であります。

（６）賞与引当金の計上基準

　　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込

　　額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

（７）役員賞与引当金の計上基準

　　役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込

　　額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

（８）退職給付引当金の計上基準

　　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

　　付債務及び年金資産の見込額に基づき必要額を計上しております。また、過去勤務債務

　　及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

　　過去勤務債務　　　その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(13年)によ

　　　　　　　　　　　る定額法により損益処理

　　数理計算上の差異　各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

　　　　　　　　　　　数(13年)による定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結

　　　　　　　　　　　会計年度から損益処理

（９）利息返還損失引当金

　　利息返還損失引当金は、連結子会社が利息制限法の上限金利を超過する貸付金利息の返

　　還請求に備えるため、過去の返還状況等を勘案し、返還見込額を合理的に見積もり計上

　　しております。

（10）外貨建資産・負債の換算基準

　　外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

（11）リース取引の処理方法

　　当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

　　ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によって

    おります。

（12）重要なヘッジ会計の方法

　　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するへッジ会計の方法は､「銀行業

　　における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士

　　協会業種別監査委員会報告第25号)に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効

　　性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う

　　通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金

　　銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認すること

　　によりヘッジの有効性を評価しております。

（13）消費税等の会計処理

　　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の 　　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

　　評価に関する事項

６．連結キャッシュ・フロー計 　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け

    算書における資金の範囲 　　金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。
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（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　有価証券の私募による社債に対する当行の保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和

　57年大蔵省令第10号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第38号平成19年４月17日）によ

　り改正され、平成18年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から相殺して

　おります。

　これにより、従来の方法に比べ支払承諾および支払承諾見返は、それぞれ780百万円減少しております。

　日本公認会計士協会より公表された「消費者金融会社等の利息返還請求による損失に係る引当金の計上に関する監査上の取扱

　い」（日本公認会計士協会平成18年10月13日業種別委員会報告第37号）に基づく利息返還損失引当金については、当連結会計

　年度において29百万円計上しております。

　なお、当中間連結会計期間においては返還実績率等の算定に必要な情報の整備を開始した直後であったため、計上しておりま

　せん。

（役員賞与に関する会計基準）

　従来、役員賞与は、利益処分により支給時に未処分利益の減少として処理しておりましたが、「役員賞与に関する会計基準」

　(企業会計基準第４号平成17年11月29日)が会社法施行日以後終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、当連

　結会計年度から同会計基準を適用し、役員に対する賞与を費用として処理することとし、その支給見込額のうち、当連結会計

　年度に帰属する額を役員賞与引当金として計上しております。これにより、従来の方法に比べ営業経費は80百万円増加し、税

　金等調整前当期純利益は同額減少しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号平成17年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部

　の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号平成17年12月９日)を当連結会計年度から適用しており

　ます。当連結会計年度末における従来の「資本の部」に相当する金額は167,971百万円であります。なお、当連結会計年度に

　おける連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則及び銀行法施行規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表

　規則及び銀行法施行規則により作成しております。

（７）表示方法の変更

　「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」(内閣府令第60号

　平成18年４月28日)により改正され、平成18年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったこと等に伴い、当連

　結会計年度から以下のとおり表示を変更しております。

（連結貸借対照表関係）

　(1）負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純資産の部に表示しております。 

　(2）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他資産」に区分して表示しております。 

　(3）「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含めて表示しております。 

（連結損益計算書関係）

　「動産不動産処分益」、「動産不動産処分損」は、連結貸借対照表の「動産不動産」が「有形固定資産」、「無形固定資産」

　等に区分されたことに伴い、それぞれ「固定資産処分益」、「固定資産処分損」として表示しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　「動産不動産処分損益（△）」は、連結貸借対照表の「動産不動産」が「有形固定資産」、「無形固定資産」等に区分された

　ことに伴い、「固定資産処分損益（△）」として表示しております。 

　また、「動産不動産の取得による支出」は「有形固定資産の取得による支出」等として、「動産不動産の売却による収入」は

　「有形固定資産の売却による収入」等として表示しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （自　平成18年４月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    至　平成19年３月31日）

　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　当連結会計年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （自　平成18年４月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    至　平成19年３月31日）

　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　当連結会計年度
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（８）連結財務諸表に関する注記事項

【連結貸借対照表関係】

１．貸出金のうち、破綻先債権額は5,085百万円、延滞債権額は35,509百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又

　は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸

　出金」という。)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第

　４号に規定する事由が生じている貸出金であります。また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び

　債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

２．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は307百万円であります。

　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及

　び延滞債権に該当しないものであります。

３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は26,422百万円であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返

　済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当

　しないものであります。

４．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は67,324百万円であります。

　なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

５．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査

　委員会報告第24号)に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は

　(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、19,354百万円であります。

６．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づいて、原債務

　者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、連結貸借対照表計上額は、2,437百万円であります。

７．担保に供している資産は次のとおりであります。

　担保に供している資産 有価証券　　1,299百万円

　担保資産に対応する債務 預金        2,463百万円

　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券140,498百万円及びその他資産103百

　万円を差し入れております。また、その他資産のうち保証金は2,656百万円であります。

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定さ

　れた条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資

　未実行残高は、640,343百万円であります。なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未

　実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの

　契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受

　けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じ

　て不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必

　要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

９．土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額に

　ついては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

　「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　再評価を行った年月日　　　平成10年３月31日

　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税法(平成３年法律第69号)

　第16条に規定する地価税の課税価値の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により

　算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当

　連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　　16,297百万円

10．有形固定資産の減価償却累計額　　　38,846百万円

11．有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　 2,085百万円(当連結会計年度圧縮記帳額　　　　　　－百万円)

12．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募による社債に対する保証債務の額は780百万円であります。

当連結会計年度
（平成19年3月31日）
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【連結損益計算書関係】

１．その他の経常費用には、貸出金償却 145百万円、株式等償却 88百万円を含んでおります。

２．当行は、千葉県内の事業用土地等２件の有形固定資産について減損損失を計上しております。

　これらの事業用土地等は使用範囲又は方法の変更により、資産グループの帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額75百

  万円(土地44百万円、建物29百万円、動産１百万円)を減損損失として特別損失に計上しております。

　当行の資産のグルーピングは、営業用店舗については管理会計上の最小区分である営業店単位で、遊休資産については各資産

  単位で行っております。また、本部・本店、事務センター、研修所、寮・社宅等については共用資産としております。回収可

　能額は正味売却価額により測定しており、資産の重要性を勘案し、主として路線価を基にした評価額から処分費用見込額を控

　除して算定しております。

【連結株主資本等変動計算書関係】

当連結会計年度（自 平成18年4月1日　至 平成19年3月31日）

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数は次のとおりであります。

（単位：千株）

※１．普通株式の自己株式の株式数の増加145千株は、単元未満株式の買取りによる増加145千株であります。

※２．普通株式の自己株式の株式数の減少149千株は、ストックオプションの権利行使による減少118千株、株主の

      買増請求に基づく売却による8千株及び自己株式の処分による減少23千株であります。

2. 当行の配当については、次のとおりであります。

     当連結会計年度中の配当金支払額

     基準日が当連結会計年度中に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの

3. 「株主資本等変動計算書に関する会計基準」(企業会計基準第6号平成17年12月27日)および「株主資本等変動計算書に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第９号平成17年12月27日)が会社法施行日以後終了する連結会計年度から適用

されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準および適用指針を適用し、従来の連結剰余金計算書に替え

て連結株主資本等変動計算書を作成しております。

【連結キャッシュ・フロー計算書関係】

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、 次のとおりであります｡

平成19年３月31日現在

  現金預け金勘定 百万円

  日本銀行以外への預け金 百万円

  現金及び現金同等物 百万円

摘要

91,672

△ 4,020

145            

1,159百万円

87,652

基準日

平成19年3月31日

配当の原資

当連結会計年度
（自 平成18年4月1日  至 平成19年3月31日）

効力発生日

平成19年6月29日

１株当たりの金額

平成19年6月28日
定時株主総会

普通株式 4.0円利益剰余金

配当金の総額

1,014百万円

3.5円 平成18年9月30日

１株当たりの金額

3.5円

　普通株式

決議予定 株式の種類 配当金の総額

普通株式
平成18年6月29日
定時株主総会

平成18年10月30日
取締役会

普通株式 1,014百万円

　合計 1,055          

290,855        

145            

決議

290,855        

平成18年3月31日
残高

株式の種類

発行済株式

　普通株式

　合計

自己株式

1,055          ※１、※２1,051          

－

290,855        

149            

－

当連結会計期間
増加株式数

290,855        

平成18年6月30日

基準日

平成18年3月31日

平成18年11月15日

効力発生日

当連結会計年度
（自　平成18年4月1日　　　至　平成19年3月31日）

1,051          

149            

当連結会計期間
減少株式数

－

－

平成19年3月31日
残高
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【セグメント情報】

・ 事業の種類別セグメント情報

連結会社は銀行業以外の事業を一部営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、

事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

・ 所在地別セグメント情報

在外連結子会社及び在外支店がないため開示を行っておりません。

・ 国際業務経常収益

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

【リース取引】

　　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略します。

Ⅰ 前連結会計年度（自平成17年4月1日     至平成18年3月31日）

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

      資金の貸付につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。

Ⅱ 当連結会計年度（自平成18年4月1日     至平成19年3月31日）

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

      資金の貸付につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。

－ － 貸出金 299
金 銭 の
貸 付

299－役員の近親者 伊藤　庄一郎 － －
不動産
賃貸業

300－

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
自己の計算に
おいて所有し
ている会社

千 葉 千葉県
50

ﾄﾖﾍﾟｯﾄ（株）

自動車
販売業

－

自動車
販売業

役員及び個人主要株主等

役員及び個人主要株主等

3,300

1,400
ﾈ ｯ ﾂ ﾄ ﾖ ﾀ 東京都

80
東都（株） 葛飾区

貸出金

当行監査役

勝又基夫及び

その親族が議

決権の100％

を間接保有

千葉市

金 銭 の
貸 付

金 銭 の
貸 付

－ 貸出金－ －

期末
残高

の所有 役員の
兼任等

事実上
の関係(被所有割合)

関係内容
取引の
内容

取引
金額

科目

自動車
販売業

当行監査役

勝又基夫及び

その親族が議

決権の100％

を間接保有

事業内容
又は職業

議決権

－

貸出金

貸出金

貸出金

属性 会社等の名称 住所
資本金
又は
出資金

3,300

550

1,100

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

自己の計算に

おいて所有し

ている会社

自動車
販売業葛飾区

50

35

－

－

－
金 銭 の
貸 付

金 銭 の
貸 付

金 銭 の
貸 付

－ －

－ －80

千葉市

千葉県

千葉市

東京都

(単位：百万円）

千 葉

ﾄﾖﾍﾟｯﾄ（株）

千葉県

事実上
の関係

取引の
内容

取引
金額

科目
事業内容
又は職業

－

(単位：百万円）

会社等の名称 住所
資本金
又は
出資金

自動車
販売業

（株）ﾌﾟﾚﾐｱﾑ

ｵｰﾄﾓｰﾋﾞﾙ千葉

ﾈ ｯ ﾂ ﾄ ﾖ ﾀ

東都（株）

期末
残高

【関連当事者との取引】

属性

関係内容

役員の
兼任等

議決権

の所有

(被所有割合)
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【税効果会計】

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

貸倒引当金 23,614百万円 貸倒引当金 15,314百万円

退職給付引当金 5,819百万円 退職給付引当金 5,629百万円

減価償却費 1,249百万円 減価償却費 1,285百万円

賞与引当金 486百万円 賞与引当金 496百万円

その他  760百万円 その他  802百万円

31,929百万円 23,527百万円

△   238百万円 △   151百万円

31,691百万円 23,376百万円

その他有価証券評価差額金  △ 6,015百万円 その他有価証券評価差額金  △ 9,182百万円

 △ 6,015百万円  △ 9,182百万円

25,675百万円 14,194百万円

 ２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後  ２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後

　   の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当 　   の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当

　   該差異の原因となった主な項目別の内訳 　   該差異の原因となった主な項目別の内訳

　   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

     間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため、注記

     を省略しております。

　  繰延税金負債

　  繰延税金負債合計

　  繰延税金資産の純額

　  評価性引当額

　  繰延税金資産合計

　  繰延税金資産

　  繰延税金資産小計

　  評価性引当額

　  繰延税金資産合計

同左

（自 平成17年4月1日　至 平成18年3月31日）

当 連 結 会 計 年 度

（自 平成18年4月1日　至 平成19年3月31日）

前 連 結 会 計 年 度

　  繰延税金負債

　  繰延税金負債合計

　  繰延税金資産

　  繰延税金資産小計

　  繰延税金資産の純額
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【有価証券】

注1．連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」を含めて記載しております。

注2．「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、該当ありません。

Ⅰ 前連結会計年度

　１．売買目的有価証券（平成18年3月31日現在）

当連結会計年度の損益に

含まれた評価差額(百万円)

 売買目的有価証券 1,633 △15

　２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年３月31日現在）

連結貸借対照表

計上額（百万円）

 国債 50,116 51,180 1,063 1,180 116

 地方債 - - - - -

 社債 16,872 16,759 △ 112 183 296

 その他 - - - - -

 合計 66,988 67,939 951 1,364 412

（注）時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

　３．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年3月31日現在）

連結貸借対照表

計上額（百万円）

 株式 40,592 66,436 25,844 25,938 93

 債券 678,474 667,505 △ 10,969 1,894 12,863

 国      債 547,738 537,453 △ 10,284 728 11,012

 地  方  債 65,161 64,773 △    387 497 885

 社      債 65,574 65,277 △    296 668 965

 その他 - - - - -

 合計 719,066 733,942 14,875 27,832 12,957

（注）連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。  

　４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日）

売却益の合計額 売却損の合計額

（百万円） （百万円）

その他有価証券 103,571 4,308 207

　５．時価のない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日現在）

 満期保有目的の債券

   非上場国内事業債 400

 その他有価証券

   非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,228

　６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成18年3月31日現在）

１年超５年以内 ５年超10年以内

（百万円） （百万円）

 債券 7,577 174,461 447,610 105,244

 国      債 643 107,655 391,502 87,769

 地  方  債 3,049 35,263 26,460 -

 社      債 3,885 31,542 29,646 17,474

 その他 - - - -

 合計 7,577 174,461 447,610 105,244

売却額（百万円）

金額（百万円）

1年以内（百万円） 10年超（百万円）

うち損（百万円）

取得原価（百万円） 評価差額（百万円） うち益（百万円） うち損（百万円）

連結貸借対照表計上額(百万円)

時価（百万円） 差額（百万円） うち益（百万円）
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Ⅱ　当連結会計年度

　１．売買目的有価証券（平成19年3月31日現在）

当連結会計年度の損益に

含まれた評価差額（百万円）

 売買目的有価証券 1,477 10

　２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年3月31日現在）

連結貸借対照表

計上額（百万円）

 国債 51,108 52,218 1,110 1,198 88

 地方債 - - - - -

 社債 15,806 15,782 △ 24 232 256

 その他 - - - - -

 合計 66,914 68,000 1,086 1,431 345

（注）時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

　３．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年3月31日現在）

連結貸借対照表

計上額（百万円）

 株式 47,584 69,916 22,332 23,559 1,227

 債券 662,930 663,303 373 4,395 4,021

 国      債 529,941 530,306 365 3,369 3,004

 地  方  債 67,390 67,399 8 487 479

 社      債 65,598 65,597 △0 537 538

 その他 - - - - -

 合計 710,514 733,220 22,705 27,955 5,249

（注）連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。  

　４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）

売却益の合計額 売却損の合計額

（百万円） （百万円）

その他有価証券 77,797 2,183 2,476

　５．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年3月31日現在）

 満期保有目的の債券

   非上場国内事業債 980

 その他有価証券

   非上場株式 1,001

　６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成19年3月31日現在）

1年超5年以内 5年超10年以内

（百万円） （百万円）

 債券 31,782 194,508 420,153 84,754

 国      債 14,502 124,731 363,780 78,399

 地  方  債 6,421 37,356 23,622 －

 社      債 10,858 32,420 32,749 6,355

 その他 - - - -

 合計 31,782 194,508 420,153 84,754

売却額（百万円）

金額（百万円）

1年以内（百万円） 10年超（百万円）

うち損（百万円）

取得原価（百万円） 評価差額（百万円） うち益（百万円） うち損（百万円）

連結貸借対照表計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円） うち益（百万円）
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㈱京葉銀行（8544） 平成19年3月期決算短信【金銭の信託関係】

（前連結会計年度）

　　　該当ありません。

（当連結会計年度）

　　　該当ありません。

【その他有価証券評価差額金】

（前連結会計年度）

  連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（平成18年３月31日現在）

  評価差額 14,875

   その他有価証券 14,875

  （△）繰延税金負債 6,015

  その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 8,859

  （△）少数株主持分相当額 -

  その他有価証券評価差額金 8,859

（当連結会計年度）

  連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（平成19年３月31日現在）

  評価差額 22,705

   その他有価証券 22,705

  （△）繰延税金負債 9,182

  その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 13,523

  （△）少数株主持分相当額 -

  その他有価証券評価差額金 13,523

【デリバティブ取引関係】

　　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略します。

金額（百万円）

金額（百万円）
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㈱京葉銀行（8544） 平成19年3月期決算短信

【退職給付会計】

１．採用している退職給付制度の概要

　当行及び連結子会社は、退職一時金制度及び確定給付型の企業年金基金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 (A) △22,456 △23,543

年金資産 (B) 8,085 9,232

未積立退職給付債務 (C)=(A)+(B) △14,371 △14,310

未認識数理計算上の差異 (D) △3 403

未認識過去勤務債務 (E) △13 △12

連結貸借対照表計上額純額 (F)=(C)+(D)+(E) △14,388 △13,918

前払年金費用 (G) － －

退職給付引当金 (F)-(G) △14,388 △13,918

３．退職給付費用に関する事項

勤務費用 613 680

利息費用 517 448

期待運用収益 △118 △242

過去勤務債務の費用処理額 △1 △1

数理計算上の差異の費用処理額 △11 △0

会計基準変更時差異の費用処理額 － －

その他(臨時に支払った割増退職金等) － －

退職給付費用 999 884

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）割引率

(2）期待運用収益率

(3）退職給付見込額の期間配分方法

(4）過去勤務債務の額の処理年数  13年(その発生時の従業員の平均残存勤務

 期間内の一定の年数による定額法による)

(5）数理計算上の差異の処理年数  13年(各連結会計年度の発生時の従業員の

 平均残存勤務期間内の一定の年数による

 定率法により按分した額をそれぞれ発生

 の翌連結会計年度から損益処理すること

 としている)

2.5%

2.0%

2.0%

3.0%

同左

同左

同左

期間定額基準

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

金額（百万円） 金額（百万円）
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㈱京葉銀行（8544） 平成19年3月期決算短信

【１株当たり情報】

 １株当たり純資産額 円 522.64 579.60

 １株当たり当期純利益 円 43.82 48.00

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円 43.81 －

(注)１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 １株当たり純資産額

 　純資産の部の合計額 百万円 151,531 168,707

 　純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 70 735

　 　うち利益処分による役員賞与金 百万円 70 －

　 　うち少数株主持分 百万円 － 735

 　普通株式に係る期末の純資産額 百万円 151,461 167,971

 　普通株式の期末株式数 千株 289,800 289,804

 (注)２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 １株当たり当期純利益

 　当期純利益 百万円 12,761 13,913

 　普通株主に帰属しない金額 百万円 70 －

　 　うち利益処分による役員賞与金 百万円 70 －

 　普通株式に係る当期純利益 百万円 12,691 13,913

 　普通株式の期中平均株式数 千株 289,592 289,843

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 　当期純利益調整額 百万円 － －

 　普通株式増加数 千株 77 －

　 　うちストックオプション 千株 77 －

(注)３．なお、当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないので記載して

　　　　おりません。

　  至　平成18年３月31日） 　  至　平成19年３月31日）

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

前連結会計年度 当連結会計年度
（自　平成17年４月１日 （自　平成18年４月１日

前連結会計年度 当連結会計年度
（自　平成17年４月１日

　  至　平成18年３月31日）
（自　平成18年４月１日

　  至　平成19年３月31日）
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㈱京葉銀行（8544） 平成19年3月期決算短信

５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

（資産の部）
 現金預け金  77,320  91,488  14,168
　 現金  27,887  28,496  608
　 預け金  49,432  62,991  13,559
 コールローン  4,435  5,700  1,265
 商品有価証券  1,633  1,477 △ 155
　 商品国債  1,550  1,302 △ 248
　 商品地方債  82  175  92
 有価証券  802,626  801,232 △ 1,394
　 国債  587,570  580,416 △ 7,153
　 地方債  64,773  67,399  2,626
　 社債  82,549  82,383 △ 166
　 株式  67,733  71,010  3,277
　 その他の証券  -  21  21
 貸出金  1,956,242  1,994,569  38,327
　 割引手形  19,682  19,338 △ 343
　 手形貸付  72,511  64,497 △ 8,014
　 証書貸付  1,688,876  1,739,854  50,977
　 当座貸越  175,172  170,879 △ 4,293
 外国為替  691  1,430  739
　 外国他店預け  678  1,396  717
　 買入外国為替  13  17  4
　 取立外国為替  -  16  16
 その他資産  8,768  12,306  3,537
　 前払費用  0  - △ 0
　 未収収益  3,304  3,760  455
　 金融派生商品  1  0 △ 0
　 繰越ヘッジ損失  0  -  -
　 その他の資産  5,462  8,545  3,083
 動産不動産  45,023  -  -
　 土地建物動産  41,108  -  -
　 建設仮払金  997  -  -
　 保証金権利金  2,916  -  -
 有形固定資産  -  44,559  -
   建物  - 10,261 -
   土地  - 27,880 -
   建設仮勘定  - 563 -
   その他の有形固定資産  - 5,854 -
 無形固定資産  -  446  -
   ソフトウェア  - 248 -
   その他の無形固定資産  - 198 -
 繰延税金資産  25,493  14,009 △ 11,483
 支払承諾見返  27,799  24,255 △ 3,543
 貸倒引当金 △ 26,611 △ 17,928  8,683
資産の部合計  2,923,422  2,973,549  50,127

科　　目
平成17年度末
（Ａ）

平成18年度末
（Ｂ）

（単位：百万円）
比　較

（Ｂ）－（Ａ）
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（負債の部）  
 預金  2,667,700  2,730,394  62,693
　 当座預金  45,198  46,531  1,333
　 普通預金  1,154,145  1,194,442  40,296
　 貯蓄預金  105,085  104,233 △ 852
　 通知預金  2,315  5,670  3,355
　 定期預金  1,338,191  1,358,137  19,945
　 その他の預金  22,764  21,378 △ 1,385
 譲渡性預金  20,909  24,330  3,420
 借用金  30,007  7 △ 30,000
　 借入金  30,007  7 △ 30,000
 外国為替  51  91  39
　 売渡外国為替  16  34  17
　 未払外国為替  35  57  22
 その他負債  4,573  6,077  1,503
　 未決済為替借  0  0  0
　 未払法人税等  830  200 △ 630
　 未払費用  1,183  2,130  947
　 前受収益  1,166  1,157 △ 9
　 金融派生商品  1  - △ 1
　 繰延ヘッジ利益  0  -  -
　 その他の負債  1,393  2,589  1,196
 賞与引当金  1,186  1,214  27
 役員賞与引当金  -  80  -
 退職給付引当金  14,230  13,765 △ 465
 再評価に係る繰延税金負債  6,525  6,511 △ 13
 支払承諾  27,799  24,255 △ 3,543
負債の部合計  2,772,985  2,806,727  33,742
（資本の部）
 資本金  49,759  -  -
 資本剰余金  39,709  -  -
   資本準備金  39,704  -  -
   その他資本剰余金  5  -  -
     自己株式処分差益  5  -  -
 利益剰余金  47,131  -  -
   利益準備金  10,055  -  -
   任意積立金  24,350  -  -
   当期未処分利益  12,726  -  -
 土地再評価差額金  5,373  -  -
 その他有価証券評価差額金  8,859  -  -
 自己株式 △ 396  -  -
資本の部合計  150,436  -  -
負債及び資本の部合計  2,923,422  -  -
（純資産の部） -
 資本金  -  49,759  -
 資本剰余金  -  39,711  -
   資本準備金  -  39,704  -
   その他資本剰余金  -  6  -
 利益剰余金  -  58,910  -
   利益準備金  -  10,055  -
   その他利益剰余金  -  48,855  -
   　退職給与基金  -  630  -
   　別途積立金  -  34,220  -
   　繰越利益剰余金  -  14,005  -
 自己株式  - △ 458 -
  株主資本合計  -  147,923  -
 その他有価証券評価差額金  -  13,523  -
 土地再評価差額金  -  5,374  -
  評価・換算差額等合計  -  18,897  -
純資産の部合計  -  166,821  -
負債及び純資産の部合計  -  2,973,549  -
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

科　　目
平成17年度末 平成18年度末 比　較
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）
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（２）損益計算書

経常収益  68,060  69,693  1,632

　資金運用収益  53,021  55,703  2,682

　　貸出金利息  42,575  44,007  1,432

　　有価証券利息配当金  10,243  11,278  1,035

　　コールローン利息  170  411  241

　　預け金利息  0  0  0

　　その他の受入利息  32  5 △ 26

　役務取引等収益  9,750  10,279  529

　　受入為替手数料 2,919 2,860 △ 58

　　その他の役務収益 6,830 7,418  587

　その他業務収益  604  785  180

　　外国為替売買益 427 772  345

　　商品有価証券売買益 - 12  12

　　国債等債券売却益 177 - △ 177

　その他経常収益  4,684  2,924 △ 1,759

　　株式等売却益 4,131 2,183 △ 1,947

　　その他の経常収益 552 741  188

経常費用  46,061  46,061 △ 0

　資金調達費用  783  2,829  2,045

　　預金利息  749  2,803  2,053

　　譲渡性預金利息  3  16  12

　　コールマネー利息  0  0  0

　　債券貸借取引支払利息  0  5 5

　　借用金利息  1  1  0

　　その他の支払利息  28  1 △ 26

　役務取引等費用  3,419  3,295 △ 123

　　支払為替手数料 647 624 △ 22

　　その他の役務費用 2,771 2,670 △ 101

　その他業務費用  191  2,397  2,205

　　商品有価証券売買損 16 - △ 16

　　国債等債券売却損 174 2,397  2,222

　営業経費  32,870  33,403  532

　その他経常費用  8,796  4,136 △ 4,659

　　貸倒引当金繰入額  7,365  82 △ 7,282

　　貸出金償却 - 34  34

　　株式等売却損 33 79  46

　　株式等償却 7 88  81

　　その他の経常費用  1,390  3,851  2,460

経常利益  21,999  23,631  1,632

特別利益  11  6 △ 5

　固定資産処分益  -  0  -

　償却債権取立益  11  5 △ 5

特別損失  372  501  129

　動産不動産処分損  177  -  -

  固定資産処分損  -  426  -

　減損損失  194  75 △ 119

税引前当期純利益  21,638  23,136  1,498

法人税､住民税及び事業税  835  953  118

法人税等調整額  8,112  8,302  190

当期純利益  12,691  13,880  1,189

前期繰越利益  1,031 - -

土地再評価差額金取崩額 △ 127 - -

中間配当額  869 - -

当期未処分利益  12,726 - -
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

科　　　目
（Ｂ）－（Ａ）

平成17年度 平成18年度 比　　較

（Ａ） （Ｂ）
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（３）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

前事業年度（株主総会承認日　平成18年6月29日）（単位：百万円）

当期未処分利益 12,726

　　　計 12,726

利益処分額 11,584

　配当金(１株につき３円５０銭) 1,014

　役員賞与金 70

　　取締役賞与金 63

　　監査役賞与金 7

　任意積立金 10,500

　　別途積立金 10,500

次期繰越利益 1,141

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

当事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日） （単位：百万円）

退職
給与
基金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年3月31日残高 49,759 39,704 5     39,709  10,055 630   23,720 12,726   47,131  396△   136,203 

 事業年度中の変動額

剰余金の配当 -     -     -     -      -     -    -     2,029△   2,029△  -     2,029△  

役員賞与 -     -     -     -      -     -    -     70△      70△     -     70△     

別途積立金の積立 -     -     -     -      -     -    10,500 10,500△  -      -     -      

当期純利益 -     -     -     -      -     -    -     13,880   13,880  -     13,880  

自己株式の取得 -     -     -     -      -     -    -     -       -      101△   101△    

自己株式の処分 -     -     1     1      -     -    -     -       -      40     41      

土地再評価差額金の取崩 -     -     -     -      -     -    -     0△      0△     -     0△     

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

-     -     -     -      -     -    -     -       -      -     -      

 事業年度の変動額合計 -     -     1     1      -     -    10,500 1,279    11,779  61△    11,720  

 平成19年3月31日残高 49,759 39,704 6     39,711  10,055 630   34,220 14,005   58,910  458△   147,923 

その他有
価証券評
価差額金

土地再評
価差額金

評価・換
算差額金
等合計

平成18年3月31日残高 8,859  5,373  14,232 150,436 

 事業年度中の変動額

剰余金の配当 -     -     -     2,029△  

役員賞与 -     -     -     70△     

別途積立金の積立 -     -     -     -      

当期純利益 -     -     -     13,880  

自己株式の取得 -     -     -     101△    

自己株式の処分 -     -     -     41      

土地再評価差額金の取崩 -     -     -     0△     

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

4,663  0 4,664  4,664   

 事業年度の変動額合計 4,663  0 4,664  16,384  

 平成19年3月31日残高 13,523 5,374  18,897 166,821 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

科目 金額

利益
剰余金
合計

評価・換算差額等

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

株主資本

資本金

純資産
合計

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金
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（４）重要な会計方針

当事業年度
（自　平成18年4月1日　　　至　平成19年3月31日）

１．商品有価証券の評価基準及び 　商品有価証券の評価は、時価法(売却原価は主として移動平均法により算定)により行って

　　評価方法 　おります。

２．有価証券の評価基準及び評価 　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、

　　方法 　子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち

　時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は主として移動平

　均法により算定)、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法によ

　り行っております。

　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

３．デリバティブ取引の評価基準 　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

　　及び評価方法

４．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産

　有形固定資産の減価償却は、定率法(ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物(建物

　附属設備を除く。)については定額法)を採用しております。なお、主な耐用年数は次のと

　おりであります。

　 建  物　　３年～５０年　　　　　　　　動  産　　３年～２０年

（２）無形固定資産

　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェ

　アについては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

５．外貨建資産・負債の換算基準 　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

６．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金

　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以下、｢破綻先｣という。)

　に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者(以下、｢実質破綻先｣という。)に係る債権

　については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可

　能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、

　現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

　に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込

　額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上

　しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出し

　た貸倒実績率等に基づき計上しております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該

　部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記

　の引当を行っております。

　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の

　評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として

　債権額から直接減額しており、その金額は29,121百万円であります。

（２）賞与引当金

　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額

　のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（３）役員賞与引当金

　役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額

　のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
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当事業年度
（自　平成18年4月1日　　　至　平成19年3月31日）

（４）退職給付引当金

　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

　及び年金資産の見込額に基づき必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理

　計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

　　過去勤務債務　　　その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(13年)

　　　　　　　　　　　による定額法により損益処理

　　数理計算上の差異　各発生年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

　　　　　　　　　　　(13年)による定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業

　　　　　　　　　　　年度から損益処理

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

８．ヘッジ会計の方法 　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するへッジ会計の方法は､「銀行業に

　おける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会

　業種別監査委員会報告第25号)に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価

　の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨ス

　ワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権

　債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することにより

　ヘッジの有効性を評価しております。

９．消費税等の会計処理 　消費税及び地方消費税(以下、消費税等という。)の会計処理は、税抜方式によっておりま

  す。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しており

  ます。
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（５）会計方針の変更

　有価証券の私募による社債に対する当行の保証債務に係る支払承諾及び支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和

　57年大蔵省令第10号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第38号平成19年４月17日）によ

　り改正され、平成18年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から相殺しております。

　これにより、従来の方法に比べ支払承諾および支払承諾見返は、それぞれ780百万円減少しております。

（役員賞与に関する会計基準）

　従来、役員賞与は、利益処分により支給時に未処分利益の減少として処理しておりましたが、「役員賞与に関する会計基準」

　(企業会計基準第４号平成17年11月29日)が会社法施行日以後終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、当事

　業年度から同会計基準を適用し、役員に対する賞与を費用として処理することとし、その支給見込額のうち、当事業年度に帰

　属する額を役員賞与引当金として計上しております。これにより、従来の方法に比べ営業経費は80百万円増加し、税引前当期

　純利益は同額減少しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号平成17年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部

　の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号平成17年12月９日)を当事業年度から適用しております。

　当事業年度末における従来の「資本の部」に相当する金額は166,821百万円であります。なお、当事業年度における貸借対照

　表の純資産の部については、財務諸表規則及び銀行法施行規則の改正にい、改正後の財務諸表規則及び銀行法施行規則により

　作成しております。

（６）表示方法の変更

　「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」(内閣府令第60号

　平成18年４月28日)により改正され、平成18年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったこと等に伴い、当事

　業年度から以下のとおり表示を変更しております。

（貸借対照表関係）

　(1）「利益剰余金」に内訳表示していた「任意積立金」及び「当期未処分利益」は、「その他利益剰余金」の「退職給与基金」

　　　「別途積立金」及び「繰越利益剰余金」として表示しております。 

　(2）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他資産」に区分して表示しております。 

　(3）「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含めて表示しております。 

（損益計算書関係）

　「動産不動産処分益」、「動産不動産処分損」は、貸借対照表の「動産不動産」が「有形固定資産」、「無形固定資産」等に

　区分されたことに伴い、「固定資産処分益」、「固定資産処分損」として表示しております。 

当事業年度
（自　平成18年4月1日　　　至　平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成18年4月1日　　　至　平成19年3月31日）
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（７）注記事項

【貸借対照表関係】

１．関係会社の株式総額 94百万円

２．貸出金のうち、破綻先債権額は5,016百万円、延滞債権額は35,370百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又

　は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出

　金」という。)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号

　に規定する事由が生じている貸出金であります。また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務

　者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は249百万円であります。

　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及

　び延滞債権に該当しないものであります。

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は26,422百万円であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返

　済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当

　しないものであります。

５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は67,058百万円であります。

　なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監

　査委員会報告第24号)に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却

　又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、19,354百万円であります。

７．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づいて、原債務

　者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は、2,437百万円であります。

８．担保に供している資産は次のとおりであります。

　担保に供している資産 有価証券　　1,299百万円

　担保資産に対応する債務 預金　　　　2,463百万円

　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券140,498百万円及びその他資産103百

　万円を差し入れております。

９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定さ

　れた条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資

　未実行残高は、626,200百万円であります。なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資

　未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。

　これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融

　資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動

　産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応

　じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

10．土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額に

　ついては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

　「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　再評価を行った年月日　　　平成10年３月31日

　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税法(平成３年法律第69号)

　　第16条に規定する地価税の課税価値の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法によ

　　り算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地

　　の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　16,297百万円

当事業年度
（平成19年3月31日）
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11．有形固定資産の減価償却累計額　　　38,619百万円

12．有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　 2,085百万円　　(当事業年度圧縮記帳額　　　　－百万円)

13．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募による社債に対する当行の保証債務の額は780百万円であります。

【損益計算書関係】

　当行は、千葉県内の事業用土地等２件の有形固定資産について減損損失を計上しております。

　これらの事業用土地等は使用範囲又は方法の変更により、資産グループの帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額75百

  万円（土地44百万円、建物29百万円、動産1百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。

　当行の資産のグルーピングは、営業用店舗については管理会計上の最小区分である営業店単位で、遊休資産については各資産

  単位で行っております。また、本部・本店、事務センター、研修所、寮・社宅等については共用資産としております。回収可

　能額は正味売却価額により測定しており、資産の重要性を勘案し、主として路線価を基にした評価額から処分費用見込額を控

　除して算定しております。

【株主資本等変動計算書関係】

当事業年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）

1. 自己株式の種類及び株式数は次のとおりであります。

（単位：千株）

※１．普通株式の自己株式の株式数の増加145千株は、単元未満株式の買取りによる増加145千株であります。

※２．普通株式の自己株式の株式数の減少126千株は、ストックオプションの権利行使による減少118千株及び株主の買増請

      求に基づく売却による8千株であります。

2. 「株主資本等変動計算書に関する会計基準」(企業会計基準第6号平成17年12月27日)および「株主資本等変動計算書に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第９号平成17年12月27日)が会社法施行日以後終了する事業年度から適用され

ることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準および適用指針を適用し、従来の利益処分計算書に替えて株主資本

等変動計算書を作成しております。

【リース取引】

　　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略します。

平成18年3月31日
残高

940           

940           

摘要

※１、※２960           

960           145            

当事業年度
（平成19年3月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日　　　至　平成19年3月31日）

当期増加株式数 当期減少株式数

126            

平成19年3月31日
残高

126            

145            

自己株式

　普通株式

　合計
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【税効果会計】

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

貸倒引当金損金算入限度超過額 23,525百万円 貸倒引当金損金算入限度超過額 15,181百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 5,754百万円 退職給付引当金損金算入限度超過額 5,566百万円

減価償却損金算入限度超過額 1,249百万円 減価償却損金算入限度超過額 1,285百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 479百万円 賞与引当金損金算入限度超過額 491百万円

その他  661百万円 その他  701百万円

31,670百万円 23,226百万円

△   161百万円 △    33百万円

31,508百万円 23,192百万円

その他有価証券評価差額金  △ 6,015百万円 その他有価証券評価差額金  △ 9,182百万円

 △ 6,015百万円  △ 9,182百万円

25,493百万円 14,009百万円

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との  ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

　   間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主 　   間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

　   な項目別の内訳 　   な項目別の内訳

　   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

     間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため、注記

     を省略しております。

【有価証券】

　　・子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当ありません。

同左

（自 平成17年4月1日　至 平成18年3月31日）

当 事 業 年 度

（自 平成18年4月1日　至 平成19年3月31日）

前 事 業 年 度

　  繰延税金負債

　  繰延税金負債合計

　  繰延税金資産

　  繰延税金資産小計

　  繰延税金資産の純額

　  繰延税金資産

　  繰延税金資産小計

　  評価性引当額

　  繰延税金資産合計

　  繰延税金負債

　  繰延税金負債合計

　  繰延税金資産の純額

　  評価性引当額

　  繰延税金資産合計
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【１株当たり情報】

１株当たり純資産額 円 518.65 575.45

１株当たり当期純利益 円 43.56 47.87

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円 43.55 －

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

１株当たり純資産額

純資産の部の合計額 百万円 150,436 166,821

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 70 －

　うち利益処分による役員賞与金 百万円 70 －

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 150,366 166,821

普通株式の期末期末株式数 千株 289,914 289,895

 （注）２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

１株当たり当期純利益

当期純利益 百万円 12,691 13,880

普通株主に帰属しない金額 百万円 70 －

　うち利益処分による役員賞与金 百万円 70 －

普通株式に係る当期純利益 百万円 12,621 13,880

普通株式の期中平均株式数 千株 289,709 289,950

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 百万円 － －

普通株式増加数 千株 77 －

　うちストックオプション 千株 77 －

（注）３．なお、当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないので記載しておりません。

　  至　平成18年３月31日） 　  至　平成19年３月31日）

前事業年度 当事業年度
（自　平成17年４月１日 （自　平成18年４月１日

　  至　平成18年３月31日） 　  至　平成19年３月31日）

前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

前事業年度 当事業年度
（自　平成17年４月１日 （自　平成18年４月１日
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株式会社   京葉銀行

平成19年３月期決算説明資料
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Ⅰ．平成19年３月期決算の概況
　１．損益状況

【単体】 （単位：百万円）

1  58,247 △ 734  58,981

2  60,644  1,665  58,979

3  57,390 △ 1,079  58,469

4  59,787  1,320  58,467

資 金 利 益 5  52,790  625  52,164

役 務 取 引 等 利 益 6  6,984  664  6,319

そ の 他 業 務 利 益 7 △ 2,384 △ 2,369 △ 14

8  856  344  512

9  856  344  512

資 金 利 益 10  83  11  72

役 務 取 引 等 利 益 11  0 △ 11  11

そ の 他 業 務 利 益 12  772  345  427

13  33,199  332  32,866

14  15,490 △ 269  15,760

15  15,588  443  15,144

16  2,120  158  1,961

17  25,048 △ 1,067  26,115

18  27,445  1,332  26,112

19  10 △ 476  486

20  25,037 △ 591  25,629

21 △ 2,397 △ 2,399  2

22 △ 1,405  2,223 △ 3,629

23  2,944 △ 3,992  6,937

貸 出 金 償 却 24  34  34  -

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 25  71 △ 6,806  6,878

貸 出 債 権 流 動 化 ・ 売 却 損 26  2,837  2,779  58

27  2,954 △ 4,468  7,423

28  2,014 △ 2,075  4,090

株 式 等 売 却 益 29  2,183 △ 1,947  4,131

株 式 等 売 却 損 30  79  46  33

株 式 等 償 却 31  88  81  7

32 △ 476  306 △ 783

33  23,631  1,632  21,999

34 △ 495 △ 134 △ 361

35 △ 426 △ 248 △ 177

固 定 資 産 処 分 益 36  0  0  -

固 定 資 産 処 分 損 37  426  249  177

38  75 △ 119  194

39  5 △ 5  11

40  23,136  1,498  21,638

41  953  118  835

42  8,302  190  8,112

43  13,880  1,189  12,691

（注）コア業務純益（No.18）＝業務純益（一般貸倒引当金繰入前）（No.17）－国債等債券損益（No.21）

平成18年３月期

国 内 業 務 粗 利 益

国 際 業 務 粗 利 益

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

平成18年３月期比
平成19年３月期項             目 NO

( 除 く 国 債 等 債 券 損 益 )

( 除 く 国 債 等 債 券 損 益 )

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

そ の 他 特 別 損 益

減 損 損 失

そ の 他 臨 時 損 益

経 常 利 益

特 別 損 益

固 定 資 産 処 分 損 益

( う ち 国 債 等 債 券 損 益 )

業 務 純 益

コ ア 業 務 純 益

株 式 等 関 係 損 益

( 貸 倒 償 却 引 当 費 用 ① ＋ ②)

② 不 良 債 権 処 理 額

臨 時 損 益

業 務 粗 利 益

( 除 く 国 債 等 債 券 損 益 )

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

業務純益(一般貸倒引当金繰入前)

税 金

物 件 費

人 件 費
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【連結】
<連結損益計算書ベース> （単位：百万円）

1  58,574 △ 758  59,333
資 金 利 益 2  53,254  635  52,619
役 務 取 引 等 利 益 3  7,341  657  6,684
そ の 他 業 務 利 益 4 △ 2,021 △ 2,051  30

5  32,915  379  32,536
6  3,546 △ 4,329  7,875

貸 出 金 償 却 7  145 △ 30  175
個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 8  407 △ 6,717  7,124
一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 9  14 △ 442  456
貸 出 債 権 流 動 化 ・ 売 却 損 10  2,947  2,829  118
そ の 他 の 与 信 関 係 費 用 11  31  31  0

12  2,107 △ 2,009  4,117
13 △ 288  507 △ 795
14  23,931  1,688  22,242
15 △ 481 △ 130 △ 351
16  23,449  1,558  21,890
17  1,126  149  976
18  8,300  231  8,069
19  108  25  82
20  13,913  1,152  12,761

(連結対象会社数） （社）
6 － 6
－ － －

当 期 純 利 益

連 結 子 会 社 数
持 分 法 適 用 会 社 数

経 常 利 益

特 別 損 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

そ の 他

平成18年３月期項             目 NO
平成18年３月期比

平成19年３月期

連 結 粗 利 益

営 業 経 費

貸 倒 償 却 引 当 費 用

株 式 等 関 係 損 益
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２.業務純益 《単体》

(単位:百万円）

コ ア 業 務 純 益  27,445  1,332  26,112

職 員 1 人 当 り（千円）  15,782  1,128  14,653

業  務  純  益  25,037 △ 591  25,629

職 員 1 人 当 り（千円）  14,397  15  14,382

（注）職員数は、期中平均人員（出向者、臨時雇員及び嘱託を除く）を使用しております。

<参考> (単位：人）

末　　　　残 1,673 △ 45 1,718

平　　　　残 1,739 △ 43 1,782

３.利鞘《単体》

 (国内業務部門分) （単位:％）

資 金 運 用 利 回        1.95  0.04  1.91

貸 出 金 利 回      2.20  0.04  2.16

有 価 証 券 利 回  1.44  0.09  1.35

資 金 調 達 原 価        1.31  0.07  1.24

預 金 等 原 価       1.31  0.07  1.24

預金等利回  0.09  0.07  0.02

経　費　率  1.22  -  1.22

預 貸 金 利 鞘       ②－④  0.89 △ 0.03  0.92

総 資 金 利 鞘       ①－③  0.64 △ 0.03  0.67

４.有価証券関係損益《単体》

（単位:百万円）

国 債 等 債 券 損 益 △ 2,397 △ 2,399  2

売  却  益  - △ 177  177

償  還  益  -  -  -

売  却  損  2,397  2,222  174

償  還  損  -  -  -

償      却  -  -  -

（単位:百万円）

株 式 等 損 益  2,014 △ 2,075  4,090

売  却  益  2,183 △ 1,947  4,131

売  却  損  79  46  33

償      却  88  81  7

平成19年３月期

<職　　　員　　　数>

平成19年３月期

平成19年３月期

平成18年３月期
平成18年３月期比

平成18年３月期比
平成18年３月期

平成18年３月期比
平成18年３月期

平成19年３月期
平成18年３月期比

平成18年３月期

平成19年３月期
平成18年３月期比

平成18年３月期

①

②

③

④
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５．自己資本比率（国内基準）

　　「自己資本比率（国内基準）」は、平成19年３月期より「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし

　　自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。

（新基準）
（単位：百万円）

平成19年３月末

[ 速報値 ]

自   己   資   本   比   率 10.94%

Ｔ  ｉ  ｅ  ｒ  Ⅰ       ① 146,764

Ｔ  ｉ  ｅ  ｒ  Ⅱ       ② 14,553

う ち 自己資本に計上された

      土地再評価差額金 5,348

う ち 劣 後 ロ ー ン残高 -

控    除    項    目     ③ 101

（他の金融機関の資本調達手段の

  意図的な保有相当額）

自  己  資 本        ①＋②－③ 161,216

リ  ス  ク  ・  ア  セ  ッ  ト 1,472,836

（旧基準）
（単位：百万円）

平成19年３月末

[ 速報値 ]

自   己   資   本   比   率 11.67%  0.23%  0.61% 11.44% 11.06%

Ｔ  ｉ  ｅ  ｒ  Ⅰ       ① 146,764  5,891  11,645 140,872 135,119

Ｔ  ｉ  ｅ  ｒ  Ⅱ       ② 13,949  164  189 13,785 13,760

う ち 自己資本に計上された   

      土地再評価差額金 5,348  - △ 5 5,348 5,354

う ち 劣 後 ロ ー ン残高 -  -  - - -

控    除    項    目     ③ 101  -  - 101 101

（他の金融機関の資本調達手段の  

  意図的な保有相当額）  

自  己  資 本        ①＋②－③ 160,612  6,055  11,834 154,556 148,778

リ  ス  ク  ・  ア  セ  ッ  ト 1,376,198  26,122  31,096 1,350,076 1,345,101

（単位：百万円）

平成19年３月末

[ 速報値 ]

自   己   資   本   比   率 11.79%  0.24%  0.62% 11.55% 11.17%

Ｔ  ｉ  ｅ  ｒ  Ⅰ       ① 148,650  6,087  11,887 142,562 136,762

Ｔ  ｉ  ｅ  ｒ  Ⅱ       ② 13,961  163  191 13,798 13,770

う ち 自己資本に計上された   

      土地再評価差額金 5,348  - △ 5 5,348 5,354

う ち 劣 後 ロ ー ン残高 -  -  - - -

控    除    項    目     ③ 101  -  - 101 101

（他の金融機関の資本調達手段の  

  意図的な保有相当額）  

自  己  資 本        ①＋②－③ 162,510  6,250  12,079 156,259 150,431

リ  ス  ク  ・  ア  セ  ッ  ト 1,378,100  25,996  31,496 1,352,104 1,346,604

平成18年９月末 平成18年３月末
平成18年９月末比 平成18年３月末比

平成18年９月末 平成18年３月末
平成18年９月末比 平成18年３月末比

《単体》

《単体》

《連結》

（単位：百万円）

平成19年３月末

[ 速報値 ]

自   己   資   本   比   率 11.05%

Ｔ  ｉ  ｅ  ｒ  Ⅰ       ① 148,650

Ｔ  ｉ  ｅ  ｒ  Ⅱ       ② 14,570

う ち 自己資本に計上された

      土地再評価差額金 5,348

う ち 劣 後 ロ ー ン残高 -

控    除    項    目     ③ 101

（他の金融機関の資本調達手段の

  意図的な保有相当額）

自  己  資 本        ①＋②－③ 163,119

リ  ス  ク  ・  ア  セ  ッ  ト 1,475,615

《連結》
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６．ＲＯＥ《単体》
（単位：％）

 18.39 △ 0.34  18.73

 9.30  0.20  9.10

７．ＲＯＡ《単体》
（単位：％）

 0.94  0.03  0.91

0.47  0.03 0.44

８．ＯＨＲ《単体》
（単位：％）

 54.74 △ 0.98  55.72

経     費
コ ア 業 務 粗 利 益

平成19年３月期

コア業務純益ベース（注１）

Ｏ　Ｈ　Ｒ

（経費対粗利益率）
平成19年３月期

（株主資本利益率）

Ｒ   Ｏ   Ａ

（総資産利益率）

コア業務純益ベース（注１）

当期純利益  ベース（注２）

平成18年３月期比

(注１)

(注２)

（注１）

純 資 産 の 部 期 中 平 残
当  期  純  利  益 

当期純利益  ベース（注２）

Ｒ   Ｏ   Ｅ

平成18年３月期比

平成18年３月期

平成18年３月期

平成19年３月期
平成18年３月期比

平成18年３月期

純 資 産 の 部 期 中 平 残
 コ　ア　業  務  純  益  

×１００

（注）

（注２）

×１００

×１００

総資産期中平残（除く支払承諾見返）
 コ　ア　業  務  純  益  

×１００

×１００
当  期  純  利  益 

総資産期中平残（除く支払承諾見返）

コア業務粗利益ベース（注）
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Ⅱ．貸出金等の状況

　１．リスク管理債権及び保全等の状況 ○部分直接償却       ：平成12年３月期より実施

○未収利息不計上基準 ：自己査定に基づく債務者区分による

《単体》 （単位：百万円）

　　破綻先債権額              5,016 △ 1,478 6,494

      （貸出金残高に占める比率） ( 0.25％ ) ( △ 0.08％ ) ( 0.33％ )

　  延滞債権額                35,370 △ 16,775 52,146

      （貸出金残高に占める比率） ( 1.77％ ) ( △ 0.89％ ) ( 2.66％ )

    ３ヵ月以上延滞債権額      249 △ 429 678

      （貸出金残高に占める比率） ( 0.01％ ) ( △ 0.02％ ) ( 0.03％ )

    貸出条件緩和債権額        26,422  7,166 19,255

      （貸出金残高に占める比率） ( 1.32％ ) (  0.34％ ) ( 0.98％ )

   合計　 　  (A)＝①＋②＋③＋④ 67,058 △ 11,517 78,575

      （貸出金残高に占める比率） ( 3.36％ ) ( △ 0.65％ ) ( 4.01％ )

      上記債権額に係る

　    個別貸倒引当金残高    　 7,961 △ 8,723 16,685

　    担保等保全額 　　 　　　 31,912 △ 7,299 39,212

      一般貸倒引当金残高      4,667  1,146 3,521

   合計　　     　(B)＝⑤＋⑥＋⑦ 44,541 △ 14,876 59,418

   保 全 率             (B)／(A)        66.42% △ 9.19% 75.61%

《連結》 （単位：百万円）

　　破綻先債権額              5,085 △ 1,446 6,531

      （貸出金残高に占める比率） ( 0.25％ ) ( △ 0.08％ ) ( 0.33％ )

　  延滞債権額                35,509 △ 16,757 52,267

      （貸出金残高に占める比率） ( 1.78％ ) ( △ 0.89％ ) ( 2.67％ )

    ３ヵ月以上延滞債権額      307 △ 438 745

      （貸出金残高に占める比率） ( 0.01％ ) ( △ 0.02％ ) ( 0.03％ )

    貸出条件緩和債権額        26,422  7,166 19,255

      （貸出金残高に占める比率） ( 1.32％ ) (  0.34％ ) ( 0.98％ )

   合計　 　  (A)＝①＋②＋③＋④ 67,324 △ 11,476 78,800

      （貸出金残高に占める比率） ( 3.37％ ) ( △ 0.66％ ) ( 4.03％ )

     上記債権額に係る

　    個別貸倒引当金残高    　 8,181 △ 8,661 16,843

　    担保等保全額 　　 　　　 31,895 △ 7,310 39,206

      一般貸倒引当金残高      4,681  1,144 3,537

   合計　　     　(B)＝⑤＋⑥＋⑦ 44,758 △ 14,828 59,586

   保 全 率               (B)／(A)66.48% △ 9.13% 75.61%

平成18年３月末平成19年３月末 平成18年３月末比

平成19年３月末 平成18年３月末平成18年３月末比

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
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２．貸倒引当金等の状況

《単体》 （単位：百万円）

貸倒引当金 17,928 △ 8,683 26,611

一般貸倒引当金 9,807  10 9,796

個別貸倒引当金 8,121 △ 8,693 16,815

特定海外債権引当勘定 -  - -

《連結》 （単位：百万円）

貸倒引当金 18,264 △ 8,608 26,873

一般貸倒引当金 9,896  14 9,881

個別貸倒引当金 8,368 △ 8,623 16,991

特定海外債権引当勘定 -  - -

平成19年３月末 平成18年３月末
平成18年３月末比

平成19年３月末
平成18年３月末比

平成18年３月末
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３．金融再生法開示債権及び保全等の状況

《単体》
（単位：百万円）

15,691 △ 5,602 21,293

        （総与信残高に占める比率) ( 0.77% ) ( △　0.30% ) ( 1.07% )

　  危険債権 25,061 △ 12,577 37,639

        （総与信残高に占める比率) ( 1.23% ) ( △　0.66% ) ( 1.89% )

    要管理債権 26,671  6,737 19,934

        （総与信残高に占める比率) ( 1.31% ) ( 0.31% ) ( 1.00% )

           〈 うち３ヵ月以上延滞 〉 〈 249 〉 〈 △    429 〉 〈 678 〉

           〈 うち条件緩和債権 〉 〈 26,422 〉 〈 7,166 〉 〈 19,255 〉

   合計　 　   (A) = ①＋②＋③ 67,424 △ 11,442 78,867

        （総与信残高に占める比率) ( 3.33% ) (   △   △  0.64% ) ( 3.97% )

      上記債権額に係る

       個別貸倒引当金 8,029 △ 8,693 16,722

       担保等保全額 32,180 △ 7,279 39,460

       一般貸倒引当金 4,667  1,146 3,521

   合計　　    (B) = ④＋⑤＋⑥ 44,876 △ 14,827 59,703

66.55% △ 9.15% 75.70%

《  参 考  》

   総     与     信     残     高2,021,757 35,952 1,985,804

平成19年３月末 平成18年３月末
平成18年３月末比

①

②

③

④

⑥

⑤

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

保全率                  (B)／(A)
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４.自己査定・金融再生法開示基準・リスク管理債権情報開示基準の関係

≪単体≫平成19年３月期

（単位：百万円）

貸出条件緩和債権

（注）要管理債権は貸出金のみ

破綻先

実質破綻先

金融再生法に基づく開示債権
（対象：総与信）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

うち貸出金

自己査定における
債務者区分

（対象：総与信額）

5,016

10,377
15,691

15,394

リスク管理債権
（対象：貸出金）

破綻先債権

延滞債権

3カ月以上延滞債権

5,016

35,370

249

26,422

合計 合計

小計

67,058

249

26,422

67,058

合計

5,036

10,654

1,756,173

2,021,757

194,076

正常先

合計

破綻懸念先

要注意先

要管理先

25,061

小計

要管理債権

26,671

要管理先以外の
要注意先

30,754

224,830

1,994,5692,021,757

24,992

正常債権

1,927,5111,954,333

67,424

正常債権

危険債権

25,061
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５．業種別貸出状況等

①業種別貸出金《単体》
（単位：百万円）

平成18年３月末比

 貸     出     金     合     計 1,994,569  38,327 1,956,242

製造業 78,256  8,153 70,102

農業 3,452  17 3,434

林業 4  2 1

漁業 445  40 404

鉱業 6,994 △ 374 7,369

建設業 125,485  7,907 117,577

電気・ガス・熱供給・水道業 3,106 △ 1,500 4,606

情報通信業 1,753 △ 433 2,187

運輸業 41,343  4,649 36,693

卸売・小売業 158,267 △ 5,586 163,854

金融・保険業 36,773  827 35,945

不動産業 130,881  19,017 111,863

不動産賃貸業 225,033 △ 1,620 226,653

各種サービス業 264,882 △ 5,775 270,657

国・地方公共団体 135,233 △ 23,042 158,275

その他（個人） 782,656  36,043 746,612

②消費者ローン残高《単体》

（単位：百万円、%）

消費者ローン 731,367 34,876 696,491

（総貸出に占める割合） (36.66) (1.06) (35.60)

住宅ローン 666,712 44,255 622,457

（総貸出に占める割合） (33.42) (1.61) (31.81)

その他ローン 64,655 △ 9,379 74,034

（総貸出に占める割合） (3.24) (△0.54) (3.78)

③中小企業等に対する貸出金《単体》

（単位：百万円、%）

残高 1,699,955 41,050 1,658,905

（総貸出に占める割合） (85.22) (0.42) (84.80)

平成18年３月末
平成18年３月末比

平成18年３月末比

平成19年３月末

平成19年３月末

平成18年３月末

平成18年３月末

平成19年３月末
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６．預金・貸出金の残高《単体》

（単位：百万円）

2,730,394  62,693 2,667,700

個 人 預 金 2,283,982  65,988 2,217,993

2,691,178  40,856 2,650,321

個 人 預 金 2,246,253  36,495 2,209,758

1,994,569  38,327 1,956,242

1,992,617  24,365 1,968,251

７．個人預かり資産《単体》

（単位：百万円）

384,860  93,183 291,677

公 共 債 165,704  20,527 145,177

投 資 信 託 151,280  46,375 104,905

個 人 年 金 保 険 67,875  26,281 41,594

平成19年３月末 平成18年３月末

平成19年３月末 平成18年３月末
平成18年３月末比

平成18年３月末比

貸 出 金 （ 平 残 ）

個 人 預 か り 資 産

預 金 （ 末 残 ）

預 金 （ 平 残 ）

貸 出 金 （ 末 残 ）
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Ⅲ.「地域密着型金融推進計画」に関する対応状況の概要について

　地域密着型金融のさらなる推進を目指し、策定しました当行の「地域密着型金融推進計画」に関する

平成１７年４月１日から平成１９年３月３１日までの主な取組み事項は、以下のとおりであります。

１．事業再生・中小企業金融の円滑化

①総合融資支援システムの稼働による各種融資データの統合、システム化を進め、担保・保証人に過

　度に依存しないスコアリング融資商品や、保証人不要の融資商品「無保証人融資制度」、「財務制

　限条項付融資制度」の取扱いを開始し、スコアリングを活用した融資を、計画期間中に４，９００

　件、７６４億円実行しました。また、平成１９年３月、千葉県信用保証協会と連携し、同協会で代

　位弁済を受けた企業の再生に向けて、求償権消滅保証を利用した融資を県内で初めて実行しました。

②地域の企業との新たなお取引を開拓するため、営業開発部内に法人営業グループを新設し、各営業

　店と連携してお取引を進める態勢を整備するとともに、審査態勢の高度化と融資業務の効率化を目

　的に導入しました「総合融資支援システム」の活用により、お取引先の資金申込みに対するタイム

　リーな資金供給態勢を整備・強化しました。こうした取組みにより、平成１７～１８年度において、

　新たに４，３７７先の法人のお取引先との融資取引を開始しました。

③これまで蓄積してまいりましたノウハウを活かし、Ｍ＆Ａ等の経営支援業務を行うなど、地域活性

　化への取組みをさらに強化するため、平成１７年４月に組織改定を行い、「企業経営相談室」を

　「融資第一部」より独立させました。

④融資のお取引のある１５，５８８先（平成１７年度期初時点）の中から企業再生の専担部署である

　企業経営相談室が計画期間中に「経営改善支援」の対象としましたお取引先５００先について、営

　業店と連携して企業再生に向けた諸施策を実施し、９９先について債務者区分の上位遷移を実現し

　ました。

⑤当行を含む千葉県内の１１の金融機関は、金融面での中小企業の再生支援の強化を目的に中小企業

　基盤整備機構等との共同出資による地域特化型企業再生ファンドの「千葉中小企業再生ファンド」

　を設立し、平成１８年６月からは、当ファンドに行員を派遣しました。平成１９年３月には同ファ

　ンドと連携し再生計画を策定する等、地元企業の再生に向けた取組みを行いました。

⑥人材の育成につきましては、平成１７年１０月より導入したインターネットを利用した行内研修シ

　ステム「ｅ－ラーニング講座」の実施を含む行内外の研修の実施・参加、審査トレーニー制度によ

　る人材教育、企業再生や経営支援に関して企業経営相談室のスタッフの支店訪問による直接指導な

　どを実施しました。

２．経営力の強化

①平成１６年１１月に光ファイバー網の全店配備を完了したことで、総合融資支援システムや住宅ロ

　ーン支援システム「住－Ｎａｖｉ」、投資信託販売支援システム「ＢＥＳＴＷＡＹ」等をはじめと

　する８つのシステム導入が可能となり、お客様の安全性と利便性の向上を実現すると共に、業務フ

　ロー全般における効率化を図ることができました。

②お客様情報の漏洩防止を図るため、データの持出しが出来ないよう、システム面からガードをかけ

　た他、お客様情報をはじめ各種経営情報等を記した帳票の大半を段階的に紙から電子データでの管

　理・閲覧へと移行させていくため、電子帳票システムを導入しました。また、スパイウエア、フィ

　ッシング詐欺対策について、当行のホームページを利用されるすべてのお客様が無料でセキュリテ

　ィソフトをご利用できるようになっております。

③お客様への説明態勢につきましては、行内諸規定を徹底するため、研修の実施をはじめ行内関連部

　署との情報交換を行うなど態勢をさらに強化しました。また、投資信託の販売においては、投資信

　託販売支援システム「ＢＥＳＴＷＡＹ」の導入により、投資信託情報をタイムリーにお届けすると

　共に、お客様に十分な商品説明ができるようシステム対応しました。今後とも、お客様に対する説

　明責任を十分に果たすよう活動してまいります。
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④偽造キャッシュカード犯罪防止等への取組みとしまして、平成１８年１月より「振込め詐欺の被害

　拡大防止」のため、ＡＴＭ利用限度額を引下げております。また、平成１９年度にＩＣキャッシュ

　カードを導入することを決定しました。

⑤平成１８年５月、会社法の施行に伴い、コーポレート・ガバナンス（企業統治）の強化として、業

　務の適正を確保するための体制（内部統制システム）における基本方針を定め、取締役会で決議し

　ました。

⑥業務運営態勢及び経営管理態勢のより一層の強化を図るため、平成１８年６月に組織改定を行い、

　リスク管理部を新設し、コンプライアンス統括グループを新設するとともに、代表取締役副頭取を

　コンプライアンス担当役員とし、リスク管理グループを総合企画部（現 経営企画部）より移管し

　ました。また、コンプライアンスに関する事項の一元管理及び関係部との情報の連絡・報告・協議、

　改善指導等を行うこと等を通じ、コンプライアンス態勢のより一層の強化を図るため、コンプライ

　アンス委員会を設置しました。

３．地域の利用者の利便性向上

①ＩＴ投資の大きな柱として、高齢者や社会的弱者のお客様にも配慮した５つのコンセプトに基づい

　て店舗新築・リニューアルを進め、計画期間中に１２店舗の新築・リニューアルを実施しました。

　また、お客様からのご要望にお応えし、相続時における“なりすまし”防止や、貸金庫内における

　事故防止等に対応するため、指静脈認証方式による全自動貸金庫の増設を進めると共に、休日稼働

　や稼働時間の拡大等、指静脈認証貸金庫によるサービスを平成１９年度から更に強化していく方針

　を決議する等、お客様サービスの向上に努めました。今後も県内全域の店舗を対象に継続的に対応

　し、お客様の安全性と利便性を追求してまいります。

　【５つのコンセプト】

　　１．「ひろびろ、ゆったり、安心」な店舗前面の駐車場

　　２．「先進技術で、大きな安心」を提供する「指静脈認証システム」を利用した全自動貸金庫

　　　　　～相続時の「なりすまし」や、金庫内での事故を防止する

　　３．「気軽に、ゆっくり、ご相談」いただける、個別ブースの相談コーナー

　　４．「どなたでも、どこでも、むりなく」ご来店いただける、通路・トイレのバリアフリー対応

　　５．「より気持ちよく、より安心して」ご利用いただけるＡＴＭコーナー

②地域再生推進のための各種施策との連携等への取組みとしまして、国際的なキャンパスタウンを目

　指しているつくばエクスプレス柏の葉キャンパス駅周辺の街づくりにおいて、当行を中心とする企

　業グループは「柏の葉国際学術研究都市へのサスティナブル・エンジン」（＝持続的成長を可能と

　する推進機能）をコンセプトに、国際的に通用する居住や滞在、あるいは商業・研究・医療そして

　福祉・文化といった多機能を共生・融合させることにより、街としての奥行きを広げ、新たな都市

　文化や創造的な活動を育む土壌を培っていくという提案を行い、採用されました。

③お客様のご意見・ご要望等を把握するための取組みとして、「ＣＳアンケート」を実施するととも

　に、営業店にお客様のニーズを直接お聞きするための担当者を任命し、計画期間中に１７５件のお

　客様ニーズを収集しました。また、ＣＳアンケートでもお客様から広くご意見等を賜り、それぞれ

　経営に活かしました。平成１７年度に行った経営改善項目等については、当行のＣＳの基本方針、

　ＣＳ体制とともに平成１８年６月に公表しました。引続きＣＳアンケートやお客様のご要望などに

　真摯に耳を傾け、声を経営に活かし、お客様満足度の向上に努めてまいります。

④お客様に信頼と利便性、高い満足度を提供する活力あふれる銀行を目指して、住宅取得相談、資産

　運用相談、年金相談、相続に関する相談、個人のお客様に対する返済相談等、お客様に合わせた様

　々な説明・相談体制を整えております。また、平成１８年５月には柏コンサルティングプラザを開

　設し、土曜・日曜・祝日における相談業務の受付拠点は、ローンプラザと合わせて合計５ヵ所とな

　っています。

⑤地域への貢献に関する開示項目を充実させたディスクロージャー誌や要約版のミニ・ディスクロー

　ジャー誌、中間ディスクロージャー誌等を発刊し、これらと同様の内容をホームページにも掲載し

　ました。今後も、お客様の意見を広く取り入れ、積極的な情報開示に努めてまいります。
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４．数値目標に対する平成１７年４月から平成１９年３月までの実績

数値目標 実　　績 達 成 率

200件以上 277件 138.5%

60社以上 63社 105.0%

20回 27回 135.0%

360先 742先 206.1%

2％以上 3.2% 160.0%

10％以上 19.8% 198.0%

5先以上 11先 220.0%

400億円以上 764億円 191.0%

75％以上 75.9% 101.2%

300人以上 810人 270.0%

8万件以上 101,405件 126.7%

4万件以上 47,263件 118.1%

100回以上
（500人以上）

292回
（2,007人）

292.0%
401.4%

200件以上 201件 100.5%

190回以上
（950人以上）

277回
（1,659人）

145.7%
174.6%

200名以上 244名 122.0%

1,440回
100回
24回

1,481回
168回
24回

102.8%
168.0%
100.0%

100回（10回）
以上

137回（10回）
137.0%

（100.0%）

4件以上 3件 75.0%

　※ 19．ＰＦＩへの取組みについては、現在２件のＰＦＩ事業に参加の意思表明をしています。

※なお、上記内容の詳細については、当行ホームページにおいて公表する予定であります。

　　　　京葉銀行ホームページアドレス　　 http://www.keiyobank.co.jp

16．資産運用相談員の任命

　　以　上

17．年金相談会開催
　　　　　　　　平日相談会
　　　　　　　　休日相談会
　　　　　　　　休日セミナー

18．返済相談会開催（うち、休日相談会）

19．ＰＦＩへの取組

12．65歳以上先へのテレマーケティングの実施

13．住宅取得者相談会の開催

14．県内住宅開発案件の獲得

15．住宅業者説明会の開催

8．スコアリングを活用した無担保融資の実行

9．金融コンプライアンス･オフィサー資格の取得率

10．金融個人情報保護オフィサー資格の取得者

11．65歳以上先へのダイレクトメールの送付

4．ビジネスマッチング情報の提供

5．債務者数に対する管理対象先抽出率

6．再生支援取組先数に対するランクアップ率

7．中小企業再生支援協議会への案件持込み

目　標　項　目

1．創業・新事業支援関連融資の取組み

2．ベンチャー企業の営業店への紹介

3．αＢＡＮＫビジネスクラブ主催セミナー開催
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Ⅳ．その他

１．連結自己資本について （単位：百万円）

自己資本中の

ＴｉｅｒⅠ ＴｉｅｒⅡ 繰延税金資産

2005年３月期 1,340,801 139,415 125,879 13,637 31,809 10.39%

2006年３月期 1,346,604 150,431 136,762 13,770 25,675 11.17%

2007年３月期 1,475,615 163,119 148,650 14,570 14,194 11.05%

   注）2005年３月期及び2006年３月期は旧基準。2007年３月期は新基準。

２．業務純益について （単位：百万円）

業務純益

含：債券損益 除：債券損益 (一般貸引繰入後)

2006（平成18）年３月期 26,115 26,112 25,629

2007（平成19）年３月期 25,048 27,445 25,037

2008（平成20）年３月期予想 28,000

07年９月中間期 14,000

３．不良債権について

（１）処理損失

   ａ．単体 （単位：百万円）

①一般貸倒引当金 ②不良債権処理額 総与信費用

純繰入額 （銀行勘定） ①＋②

2006（平成18）年３月期 486 6,937 7,423

2007（平成19）年３月期 10 2,944 2,954

06年９月中間期 △ 327 1,998 1,670

2008（平成20）年３月期予想 3,000

07年９月中間期 1,500

 ②＝個別貸倒引当金純繰入額、貸出金償却、債権売却損など臨時損益段階の合計

   ｂ．連結 （単位：百万円）

①一般貸倒引当金 ②不良債権処理額 総与信費用

純繰入額 ①＋②

2006（平成18）年３月期 456 7,419 7,875

2007（平成19）年３月期 14 3,502 3,516

06年９月中間期 △ 317 2,275 1,957

2008（平成20）年３月期予想 3,000

07年９月中間期 1,500

 ②＝個別貸倒引当金純繰入額、貸出金償却、債権売却損など臨時損益段階の合計

一般貸引繰入前

リスクアセット 自己資本 自己資本比率
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（２）残高について 《単体》 （単位：億円）

破綻懸念先以下

①＋②

2006年３月末 212 376 589 2,284 2,873

2006年９月末 221 328 550 2,270 2,820

2007年３月末 156 250 407 2,248 2,655

2006年３月末 199 788

2006年９月末 205 755

2007年３月末 266 674

（３）最終処理と新規発生 《単体》

   ａ．残高について （単位：百万円）

破産更生債権 危険債権 合  計

2006（平成18）年３月末 21,293 37,639 58,932

2007（平成19）年３月末 15,691 25,061 40,752

06/03→07/03 増減 △ 5,602 △ 12,577 △ 18,179

内訳 新規増加 3,166 8,070 11,236

オフバランス化 △ 11,670 △ 17,746 △ 29,416

区分間の移動 2,901 △ 2,901 -

   b．オフバランス化の内訳 （単位：百万円）

回収・返済 業況改善

10,143 19,272 18,117 1,155 29,416

自   己   査   定

②破綻懸念先 ③要注意先債権 ①＋②＋③計
①破綻・
実質破綻先

その他 合計

①＋②＋④計

2007（平成19）年３月期実績

金融再生法基準
④要管理債権

直接償却
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（４）債務者区分ごとの引当額と引当率 《単体》 （単位：百万円）

引当率（％） 金  額 引当率（％） 金  額

①実質破綻・破綻先債権 100.00% 2,961 100.00% 5,447

②破綻懸念先債権 50.63% 5,067 52.00% 6,841

③要管理先債権 15.17% 4,667 16.38% 3,650

④その他要注意先債権 1.68% 3,276 1.83% 3,760

⑤正常先債権 0.11% 1,863 0.13% 2,058

   注）上記③、④、⑤に対する引当率は、債権額全体に対する引当率であります。

（５）不良債権比率（金融再生法基準）

平成17年９月 平成18年３月 平成18年９月 平成19年３月

(2005/09)(2006/03)(2006/09)(2007/03)

単体ベース 4.38% 3.97% 3.79% 3.33%

４．貸出について 《単体》

  業種別貸出残高

（単位：億円）

総貸出残高 3カ月以上延滞先 貸出条件緩和先 延滞先 破綻先

2006年３月末 1,638 0 22 73 6

2007年３月末 1,582 0 33 50 3

2006年３月末 1,175 － 9 48 1

2007年３月末 1,254 － 18 39 3

2006年３月末 3,385 2 31 138 16

2007年３月末 3,559 － 37 101 4

2006年３月末 313 － － － －

2007年３月末 279 － － － －

無担保部分に対する引当

2006（平成18）年９月末2007（平成19）年３月末

リ ス ク 管 理 債 権 ベ ー ス

不動産

その他金融

無担保部分に対する引当

卸・小売

建設
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